
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020 年度 

事 業 報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校法人 千 葉 学 園 

千 葉 商 科 大 学 

千葉商科大学付属高等学校 

 

 

 



 

目    次 

 

 

Ⅰ．法人の概要 

１．建学の精神   …………………………………………………………………  １ 

２．学校法人の沿革 …………………………………………………………………  １ 

３．設置する学校  …………………………………………………………………  ３ 

４．設置する機構  …………………………………………………………………  ３ 

５．設置する学校の学生・生徒数の状況 …………………………………………  ４ 

６．役員等の状況  …………………………………………………………………  ５ 

７．教職員の概要  …………………………………………………………………  ７ 

 
 

Ⅱ．事業の概要 

１．全体概要    …………………………………………………………………  ９ 

２．新型コロナウイルス感染症に対する取り組み ……………………………… １０ 

３．各領域の進捗状況 ……………………………………………………………… １４ 

 

Ⅲ 財務の概況 

１．決算の概要 ……………………………………………………………………… ３３ 

２．事業活動収支計算書 …………………………………………………………… ３４ 

３．資金収支計算書  ………………………………………………………………… ３５ 

４．貸借対照表  ……………………………………………………………………… ３７ 

５．収益事業  ………………………………………………………………………… ３７ 

６．経年推移 ………………………………………………………………………… ３８ 

７．財務比率の経年推移  …………………………………………………………… ４１ 

８．その他  …………………………………………………………………………… ４２ 

 

 

 

 

 

 



1 

Ⅰ．法人の概要 

１．建学の精神 

本学の建学の精神は、文学博士遠藤隆吉が昭和３（１９２８）年２月に創立した巣鴨高等商業学校の

建学の趣旨をその母体としている。創立に当たり遠藤隆吉は、「天道の自ら至るを恐れ、人倫に従い、

人類を一視して有用の学術を修め、質実の気風を養い、天職を完うする」とする「建学の趣旨」を述べ

ている。年長者には常に礼を忘れず、人間として己の行うべき道を外れぬよう自らを律し、学問は自分

とともに社会の為になるべきものであることを認識して精励する。堅実な気風で、困難を克服する旺盛

な精神をもって自己の向上と社会の発展に貢献することにある。そのための知恵を「有用の学術」すな

わち「実学」に求めたのである。 

また、遠藤隆吉の教育の理念は、高い理想のもとに現実の天職を完うする人物、総合的視点から個別

科学を見ることのできる人物、すなわち「治道家」を育成することにある。この理念を受け継ぎ、実社

会に役立つ学問である「実学」を通して新しい時代の治道家を育成することが本学の使命である。 

本学はこの考えに沿って、社会を支え、発展させる原動力となる「明るく・優しく・たくましい」若

者を育成するため、商経学部は伝統を守りながら時代のニ－ズに対応した柔軟なカリキュラムを、政策

情報学部は問題発見・解決能力を養うカリキュラムを、サ－ビス創造学部は学問から理解するばかりで

はなく、実践や活動を通じて実際に新たなサ－ビスを創造する力を身につけられるカリキュラムを、人

間社会学部では「人にやさしい社会」をビジネスを通して支えるカリキュラムを、国際教養学部では世

界で通用する教養力、情報力、社会人基礎力を身につけられるカリキュラムを提供している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．学校法人の沿革 

1927 年 12 月 文学博士遠藤隆吉は、財団法人巣鴨学園を創設するとともに巣鴨高等商業学校設立の許可を申請 

1928 年 02 月 巣鴨高等商業学校を東京府下西巣鴨町 2,603 番地に設立する件、認可 

1944 年 03 月 校名を巣鴨経済専門学校と改称 

1945 年 09 月 戦災により、千葉県津田沼町鷺沼 1,971 番地に位置変更 

1946 年 08 月 学校位置を千葉県市川市国府台に変更する件、認可 
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1950 年 03 月 千葉商科大学設置認可申請の件、商学部商学科として認可 

1951 年 01 月 千葉商科大学付属第一商業高等学校設置認可申請の件、全日制課程商業科、定時制課程商業科と 

して認可 

1951 年 03 月 財団法人巣鴨学園を学校法人千葉学園に組織変更認可申請の件、認可 

1951 年 03 月 千葉短期大学設立認可申請の件、商科第２部、英文科第２部として認可 

1955 年 03 月 千葉商科大学経済学科増設認可申請の件、認可され、学部名称を商経学部と改称 

1955 年 07 月 巣鴨経済専門学校を昭和 30 年３月 31 日をもって廃止認可申請の件、認可 

1962 年 03 月 千葉商科大学商経学部商学科及び経済学科の学生定員変更届の件、受理 

1964 年 01 月 千葉商科大学商経学部経営学科増設届の件、受理 

1965 年 07 月 千葉商科大学付属第一商業高等学校の位置を千葉県市川市中国分町 25 番地に変更する件、 

受理 

1971 年 07 月 千葉商科大学付属第一商業高等学校定時制課程商業科を廃止認可申請の件、認可 

1974 年 03 月 千葉商科大学付属第一商業高等学校の校名変更の件、受理され千葉商科大学付属高等学校 

と改称 

1974 年 12 月 千葉商科大学商経学部商学科、経済学科及び経営学科の学生定員変更届の件、受理 

1976 年 10 月 千葉商科大学付属高等学校の普通科設置及び商業科定員変更認可申請の件、認可 

1977 年 03 月 千葉商科大学大学院設置認可申請の件、商学研究科商学専攻修士課程として認可 

1979 年 03 月 千葉商科大学大学院経済学研究科経済学専攻修士課程設置認可申請の件、認可 

1980 年 01 月 千葉商科大学の収容定員の増加に係る学則変更認可申請の件、認可 

1986 年 12 月 千葉商科大学の期間を付した入学定員の増加に係る学則変更認可申請の件、認可 

1988 年 03 月 千葉商科大学付属高等学校の収容定員変更（暫定定員）に係る学則変更認可申請の件、認可 

1992 年 08 月 千葉商科大学付属高等学校の収容定員に係る学則変更認可申請の件、認可 

1994 年 07 月 千葉商科大学付属高等学校の収容定員に係る学則変更認可申請の件、認可 

1995 年 12 月 千葉商科大学の期間を付した入学定員の期間の延長の件、認可 

1997 年 10 月 千葉商科大学付属高等学校の収容定員に係る学則変更認可申請の件、認可 

1998 年 07 月 千葉商科大学付属高等学校商業科の収容定員に係る学則変更認可申請の件、認可 

1999 年 07 月 千葉商科大学商経学部の期間を付した入学定員の設定に係る学則変更の件、認可 

1999 年 12 月 千葉商科大学政策情報学部政策情報学科設置認可申請の件、認可 

1999 年 12 月 千葉短期大学ビジネス・コミュニケーション学科設置認可申請の件、認可 

1999 年 12 月 千葉商科大学大学院政策研究科政策専攻博士課程（後期）設置認可申請の件、認可 

2000 年 04 月 千葉短期大学商科第２部、英文科第２部の学生募集停止 

2002 年 07 月 千葉短期大学英文科第２部廃止認可申請の件、認可 

2003 年 04 月 千葉短期大学ビジネス・コミュニケーション学科の学生募集停止 

2003 年 07 月 千葉短期大学商科第２部 廃止（2003 年８月 12 日付文部科学省届出） 

2003 年 11 月 千葉商科大学大学院政策情報学研究科政策情報学専攻修士課程設置認可申請の件、認可 

2004 年 04 月 千葉商科大学付属高等学校普通科を男女共学化。 

2004 年 11 月 千葉商科大学大学院会計ファイナンス研究科会計ファイナンス専攻専門職学位課程設置認可 

申請の件、認可 

2005 年 12 月 千葉短期大学廃止認可申請の件、認可 
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2005 年 12 月 千葉商科大学収容定員の増加に係る学則変更の件、認可 

2008 年 04 月 千葉商科大学付属高等学校商業科を男女共学化 

2008 年 07 月 千葉商科大学サービス創造学部設置届の件、受理 

2013 年 08 月 千葉商科大学人間社会学部設置届の件、受理 

2014 年 06 月 千葉商科大学国際教養学部設置届の件、受理  

2017 年 12 月 千葉商科大学収容定員関係学則変更届出書、提出 

2019 年 04 月 千葉商科大学基盤教育機構を設置 

2020 年 04 月 千葉商科大学大学院経済学研究科経済学専攻修士課程及び政策情報学研究科政策情報学専 

攻修士課程の学生募集停止 

 

 

３．設置する学校 

学校法人 千葉学園 

 

市川市国府台  

1-3-1  

 

 

千葉商科大学大学院 

市川市国府台 1-3-1  

 

博士課程 政策研究科 

 

修士課程 

商学研究科 

経済学研究科 

政策情報学研究科 

専門職学位課程 会計ファイナンス研究科 

 

 

 

千葉商科大学 

市川市国府台 1-3-1 

基盤教育機構 

 

商経学部 

 

商学科 

経済学科 

経営学科 

政策情報学部 政策情報学科 

サービス創造学部 サービス創造学科 

人間社会学部 人間社会学科 

国際教養学部 国際教養学科 

千葉商科大学付属高等学校 

市川市中国分 2-10-1 
全日制 

普通科 

商業科 

 

 

４．設置する機構 

ＣＵＣ市川研究機構 
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５．設置する学校の学生・生徒数の状況（2020 年 5 月 1 日現在） 

（１）学部                                    （単位：人） 

学部 学科 
１年次 ２年次 ３年次 ４年次 合計 

定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 

商経 

商 430 485 430 479 430 482 420 544 1,710 1,990 

経済 200 222 200 226 200 208 200 246 800 902 

経営 180 185 180 194 180 206 180 205 720 790 

計 810 892 810 899 810 896 800 995 3,230 3,682 

政策 

情報 

政策 

情報 
125 141 125 146 125 139 125 155 500 581 

ｻｰﾋﾞｽ 

創造 

ｻｰﾋﾞｽ 

創造 
200 218 200 225 200 222 200 238 800 903 

人間 

社会 

人間 

社会 
200 211 200 210 200 207 200 206 800 834 

国際 

教養 

国際 

教養 
75 88 75 73 75 80 75 87 300 328 

合計 1,410 1,550 1,410 1,553 1,410 1,544 1,400 1,681 5,630 6,328 

2019 年度 1,410 1,573 1,410 1,600 1,400 1,554 1,400 1,625 5,620 6,352 

差異 0 △23 0 △47 10 △10 0 56 10 △24 

 

 

（２）大学院                                   （単位：人） 

課程 研究科 
１年次 ２年次 ３年次 計 

定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 

修士 商学 30 38 10 13 - - 40 51 

経済学※ - - 10 13 - - 10 13 

政策情報学※ - - 10 1 - - 10 1 

計 30 38 30 27 - - - 65 

専門職 

学位 

会計 

ファイナンス 
70 64 70 101 

- - 
140 165 

博士 政策 20 4 20 2 20 9 60 15 

合計 120 106 120 130 20 9 260 245 

2019 年度 120 106 120 126 20 8 260 240 

差異    0  0    0 4    0 1  0  5 

※ 2020 年 4 月 経済学研究科及び政策情報学研究科の学生募集停止 
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（３）付属高校                                      （単位：人） 

学科 
１年生 ２年生 ３年生 計 

定員 現員 定員 現員 定員 現員 定員 現員 

普通科 235 205 235 193 235 238 705 636 

商業科 40 91 40 73 40 68 120 232 

計 275 296 275 266 275 306 825 868 

2019 年度 275 273 275 309 275 254 825 836 

差異 0 23 0 △43 0 52 0 32 

 

 

６．役員等の状況 （2020 年 5 月 1 日現在） 

（１）役員（理事：定数 12、監事：定数 2） 

役 職 氏  名 区  分 

責任 

限定 

契約 

役員 

賠償 

保険 

主な現職等 

理事長 内 田 茂 男 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 千葉商科大学 名誉教授 

常務理事 瀧 上 信 光 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 千葉商科大学 名誉教授 

理  事 
浅 川 潤 一 

常勤/ 

業務執行理事 
無 有 千葉商科大学付属高等学校 校長 

露 崎    洋 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 学校法人千葉学園 事務局長 

東 条 和 彦 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 

千葉商科大学 事務局長 

千葉商科大学付属高等学校事務長 

橋 本 隆 子 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 

千葉商科大学 副学長・国際センター長・

商経学部教授 

原 科 幸 彦 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 

千葉商科大学 学長 

東京工業大学 名誉教授 

宮 崎   緑 
常勤/ 

業務執行理事 
無 有 千葉商科大学 国際教養学部長・教授 

勝 田 啓 示 
非常勤/ 

非業務執行理事 
有 有 千葉商科大学 同窓会長 

千 葉 光 行 
非常勤/ 

非業務執行理事 
有 有 

認定NPO健康都市活動支援機構 理事長 

口腔がん早期発見システム全国ネットワ

ーク 理事長 
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役 職 氏  名 区  分 

責任 

限定 

契約 

役員 

賠償 

保険 

主な現職等 

理  事 
花 田    力 

非常勤/ 

非業務執行理事 
有 有 京成電鉄株式会社 相談役 

吉 原    毅 
非常勤/ 

非業務執行理事 
有 有 

城南信用金庫 顧問 

学校法人麻布学園 理事長 

一般社団法人しんきん成年後見サポート 

理事長 

公益財団法人小原白梅育英基金  理事長 

学校法人立正大学学園 評議員 

監 事 天 野 克 彦 常勤 有 有 千葉商科大学 名誉教授 

藤 沼 亜 起 常勤 有 有 

日本公認会計士協会 相談役 

塩野義製薬株式会社監査役(社外) 

一般社団法人日本公認不正検査士協会 理

事長 

※ 責任限定契約については、学校法人千葉学園寄附行為第31条の規定に基づき、非業務執行理事及び監事

の学校法人千葉学園に対する損害賠償責任の限定について定めた契約を締結している。 

※ 役員賠償責任保険については、2020年度私大協役員賠償責任保険制度（D&Oマネジメントパッケージ）の

Dプラン（保険期間中支払限度額10億円）に加入している。 

 

（２）評議員（定数 26） 

役 職 氏  名 主な現職等 

学 内 浅 川 潤 一 千葉商科大学付属高等学校 校長 

今 井 重 男 千葉商科大学サービス創造学部長・教授 

大矢野   潤 千葉商科大学政策情報学部長・教授 

鎌 田 光 宣 千葉商科大学人間社会学部長・教授 

久 保    誠 千葉商科大学商経学部長・教授 

樽    正 人 千葉商科大学付属高等学校教頭・教諭 

趙    珍 姫 千葉商科大学専門職大学院会計ファイナンス研究科長・教授 

露 崎    洋 学校法人千葉学園 事務局長 

東 条 和 彦 千葉商科大学 事務局長、千葉商科大学付属高等学校事務長 

原 科 幸 彦 千葉商科大学 学長、東京工業大学 名誉教授 

山 田    武 千葉商科大学国際教養学部教授 

吉 岡 邦 勉 千葉商科大学付属高等学校教諭 
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役 職 氏  名 主な現職等 

学 外 稲 垣 悦 朗 学校法人千葉敬愛学園常務理事 

井 上 麻 矢 株式会社こまつ座 代表取締役 

金 子 聡 訓  

欅 田    均 ヒューマンリソシア株式会社 顧問 

坂 本 周 男  

高 橋 伸 治 株式会社協栄 相談役 

田 平 和 精 株式会社市川ビル 代表取締役社長 

中 津 攸 子 作家 

根本 妃美子 株式会社暁恒産 代表取締役社長 

平 田 仁 子 気候ネットワーク国際ディレクター兼理事 

福 田    舞 卓照綜合法律事務所弁護士 

堀 越  優 市川市議会議員 

吉 田 紀 子  

吉 原    毅 

城南信用金庫 顧問、学校法人麻布学園 理事長 

一般社団法人しんきん成年後見サポート 理事長 

公益財団法人小原白梅育英基金 理事長 

学校法人立正大学学園 評議員 

 

 

７．教職員の概要（2020 年 5 月 1 日現在） 

（１）大学 

① 教員                                                                        （単位：人） 

区分 

 

 

 

 

 

年度 

学

長 

 

副

学

長 

専 任 教 員  
 

 

兼

務

教

員 

合

計 

大

学

院 

基
盤
教
育
機
構 

商
経
学
部 

政
策
情
報
学
部 

サ
ー
ビ
ス
創
造
学
部 

人
間
社
会
学
部 

国
際
教
養
学
部 

会
計
教
育
研
究
所 

計 

2020 年度 1 2 13 13 71 18 19 19 13 1 167 285 455 

2019 年度 1 2 12 12 70 18 17 19 12 1 161 317 481 

差異 0 0 1 1 1 0 2 0 1 0 6 △32 △26 
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② 職員                                 （単位：人） 

区分 

年度 
専任 嘱託・契約 合計 

2020 年度 111 58 169 

2019 年度 107 59 166 

差異 4 △1 3 

 

 

（２）高校 

① 教員                                                                        （単位：人） 

区分 

 

年度 

校長 

専任教員 
非常勤 

講師 
合計 

教頭 教諭 
専任 

講師 

常勤 

講師 
計 

2020 年度 1 1 41 5 0 47 29 77 

2019 年度 1 1 38 6 1 46 31 78 

差異 0 0 3 △1 △1 1 △2 △1 

 

 

② 職員                                    （単位：人） 

区分 

年度 
専任 嘱託・契約 合計 

2020 年度 3 4 7 

2019 年度 4 6 10 

差異 △1 △2 △3 

 

 

（３）ＣＵＣ市川研究機構                                   （単位：人） 

区分 

年度 
機構長 教育職員 契約職員 合計 

2020 年度 1 1 0 2 

2019 年度 1 2 0 3 

差異 0 △1 0 △1 
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Ⅱ．事業の概要 

１．全体概要 

学校法人千葉学園は、「CUC-Vision100－千葉商科大学創立 100 周年に向けた将来構想」のもとに策

定された中期経営計画のもと、教育・研究体制及び財務を含む経営基盤の改革に取り組んでいる。特に、

2019 年～2023 年は第２期中期経営計画期間とし、以下に示す「IST 戦略（I：Information、S：

Sustainability、T：Trust）」を掲げ、8 つの事業領域（教育・研究・社会連携領域、学生支援と環境整

備領域、研究支援と環境整備領域、入試・キャリア領域、広報・ブランディング領域、経営基盤領域、

付属高校領域、高大連携領域）を重点分野とし、改革を進めている（図１参照）。 

  

2020 年度は新型コロナウイルス感染症の拡大に起因する緊急事態宣言の発令等により、本学園の事

業活動が大きく制限され、一部において当初予定されていたアクションプランを遂行することが難しい

状況となってしまった。しかしこのような社会情勢の中、本学園では新型コロナウイルス感染予防を徹

底するとともに、学生生徒に対する経済的支援、遠隔授業及び各種オンラインによる教育サービスの充

実を図ってきた。本報告では通常の事業概要とともに、新型コロナウイルス感染症に対する取り組みに

ついても報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期中期経営計画（2019-2023 年度）の戦略目標 － 「IST 戦略」 

「CUC Vision 100」に向けた 15 年間の中心にあたる第 2 期中期経営計画は、教育力・研究力・学生支援

体制を強化するための重点施策を「IST 戦略」として掲げます。 

 
I ：information  

デジタルトランスフォー

メーションに対応し超スマ

ート社会をリードする人材

を育成するため、カリキュ

ラム改革、教育環境の整備

及びサポート体制の充実等

を行います。  

S：Sustainability 

教育研究活動において国

連の持続可能な開発目標

（SDGs）をリードし、持続

可能な社会の構築に貢献し

ます。 

T：Trust 

時代の変化に柔軟に対応

した教育・研究を推進し、

適切に発信することで学

生・生徒、保護者、企業及

び地域等に信頼される大学

を目指します。 

【第２期中期経営計画 ８つの領域】 

 Ⅰ．教育・研究・社会連携領域   Ⅳ．入試・キャリア領域      Ⅶ．付属高校領域 

 Ⅱ．学生支援と環境整備領域    Ⅴ．広報・ブランディング領域   Ⅷ．高大連携領域 

 Ⅲ．研究支援と環境整備領域    Ⅵ．経営基盤領域 

IST 戦略 

【図１】第２期中期経営計画（2019～2023 年度）の戦略目標の概要 
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２．新型コロナウイルス感染症に対する取り組み 

Ⅰ．管理・運営体制の整備 

１．新型コロナウイルス感染拡大防止のための千

葉商科大学活動制限指針の策定 

2020 年 5 月、「新型コロナウイルス感染拡大防

止のための千葉商科大学活動制限指針」（図２参

照）を策定し、ウェブサイトにて公開している。

本基準により授業・教育活動、課外活動（部活動

等）、事務取扱、教員の研究活動、施設利用、イベ

ント等の開催、及び大学関係者以外の入構につい

て対応することとした。 

なお、2021 年度は活動指針レベルを「２」と想

定し、各種準備を進めている。 

２．危機管理対策本部の設置 

新型コロナウイルス感染症のような学園全体

に関わる危機に対し、学園として対応の方向性を

検討するため、「学校法人千葉学園危機管理規程」

を設けるとともに、2020 年 7 月、理事長を本部長

とする「学校法人千葉学園危機管理対策本部」を

設置した。以後、活動制限指針の決定や入構制限

措置など学生及び教職員全体に関わる対応につ

いては、本対策本部で決定することとした。本対

策本部では、新型コロナウイルス感染症にとどま

らず、火災、災害、その他感染症等の危機事象が

発生した場合に、学生・教職員等の安全を確保し、

社会的な責任を果たすことができるよう体制を

整備した。 

３．事務局機能の維持 

事務局は、学生・保護者等からの履修、就職、

経済的支援など、新型コロナウイルス感染症に起

因する様々な問い合わせに滞りなく迅速に対応

する必要があることから、2020 年 3 月より、事務

職員の時差出勤、ブランチオフィスの設置、テレ

ワークの導入を行い、事務局機能の維持に努めた。 

 

 

【図２】新型コロナウイルス感染拡大防止のための千葉商科大学活動制限指針（2021 年 4 月現在） 



11 

Ⅱ．遠隔授業に関する取り組み 

１．遠隔授業 

千葉商科大学では、春学期の授業開始を延期し、

学部は 2020 年 5 月 11 日（月）、大学院は 2020 年

5 月 9 日（土）より、すべてオンラインによる遠

隔授業形式で実施した。 

遠隔授業は学生の通信状況を配慮した上で、学

生向けポータルサイト「CUC PORTAL 1」や

「Microsoft Teams」などを使用し、課題提出型、

動画・音声配信型、双方向ライブ型で実施した。 

また、入学式が中止になったことを受けて、授

業開始前にオンライン始業式・オンライン開講式

を開催するなど、新入生に配慮した取り組みを行

った（学部、研究科により異なる）。 

また、「CUC PORTAL」や「Microsoft Teams」

を通じ、学生からの質問や相談を随時受け付ける

体制を整備した。さらに各学部で新入生が受講す

る初年次ゼミでは、担当の事務職員（職員サポー

ター）がチャット機能やメール、電話を使って、

定期的に学生とコンタクトを取るなど、新入生の

全般的なサポートを実施した。 

なお、秋学期は 40%程度を面接授業、60%程度

を遠隔授業にて実施した。また、2021 年春学期は

70%以上の授業を面接授業で実施することとし

た。 

２．FD2の実施 

遠隔授業の質の向上を図るため、2020 年 8 月

に「春学期の遠隔授業の振り返りと遠隔授業の可

能性に関する FD」をオンラインで開催した。本

FD では春学期に行った学生アンケートの結果を

報告するとともに、政策情報学部及びサービス創

造学部の実践事例を紹介した。また、2020 年 10

月にも 2 回目となる「遠隔授業に関する FD」を

実施し、遠隔授業の実施事例に関する共有を図っ

た。 

                                                  
1 千葉商科大学の学生向けポータルサイトのこと。休講・

補講情報、履修登録、時間割表示、シラバス照会、成績

照会、企業求人検索などが利用可能。 
2 「Faculty Development」の略。教員が授業内容・方法

Ⅲ．教育環境の整備 

１．オンライン環境の整備 

千葉商科大学の遠隔授業は新型コロナウイル

ス感染症に関わらず、第２期中期経営計画におけ

る「IST 戦略」の施策として、学生の学びの多様

化を図る意味からすでに検討し、一部の施策を実

施していた。主なものとして、2020 年度入学生か

らのパソコンの必携化、パソコンの必須ソフトウ

エアである「Microsoft365」の包括ライセンスの

締結（全学生、教職員が利用可能）、前述の「CUC 

PORTAL」による授業運営支援等があげられる。 

これらのオンライン環境の整備に加え、双方向

ライブ型への対応のため、「Microsoft365」で提供

されている「Microsoft Teams」を導入し、遠隔共

同作業が可能なプラットフォームを準備した。 

２．施設設備の抗菌処置 

2020 年 9 月から 2021 年 3 月にかけて、市川キ

ャンパス及び丸の内サテライト、付属高校の各施

設に空気触媒による抗菌処置を実施した。この抗

菌処置は公共施設や教育機関、公共鉄道車両、商

業施設等でも広く採用されているもので、抗菌、

抗ウイルス、防カビ等の効果があり、約 5 年間効

果が持続する。また天然ミネラル 100%の素材で

あるため、身体への影響はなく安全である。 

本抗菌処置は多くの学生、教職員が使用する施

設を対象として、教室やコンピュータ実習室の学

修スペースをはじめ、各事務局窓口、学生ラウン

ジ、学内ベンチ・ソファ及びテーブル、食堂、図

書館内設備などに実施した。  

なお、抗菌処置を行った場

所には、右図のような「抗菌済

み」の表示がされている。 

 

 

を改善し向上させるための組織的な取組の総称。その意

味するところは極めて広範にわたるが、具体的な例とし

ては、教員相互の授業参観の実施、授業方法についての

研究会の開催、新任教員のための研修会の開催などを挙

げることができる。 
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３．学内の新型コロナウイルス感染症対策 

千葉商科大学として新型コロナウイルス感染

症拡大防止に努めるため、危機管理対策本部にて

「面接授業実施下における新型コロナウイルス

感染症感染及び感染拡大予防のためのガイドラ

イン」を策定し、学内での感染防止のための行動

様式等を学生・教職員に周知した。 

また、入構可能な入口を正門に限定するととも

に、学生の検温所を The University HUB1 階に、

教職員及び学外者の検温所を本館 1 回に設置した。 

各教室には一定間隔（1m 以上）を空けて利用

可能座席数を定員として設定し（下図）、ソーシャ

ルディスタン

スを確保する

とともに、教室

の前にはアル

コール消毒液

のポンプを設

置した。 

なお、2021 年春学期は面接授業の割合を増やす

ことにより登校する学生の増加に備え、南門にも

検温所を設け、開門することとした。 

 

Ⅳ．学生サービスの充実 

１．バーチャルな国際交流の場「vSquare」 

iSquare3では、インターネットを通じてできる

国際交流の場 Virtual International Square

（vSquare、ヴィースクエア）を実施した。

「vSquare」では、スタッフと気軽に英語で話せ

る「Free Live Sessions」、スタッフと 1 対 1 で、

オンラインで英語の練習をする「Private Live 

Sessions」、外部のオンライン英会話の講師から

英語レッスンを受けることができる「Online 

Chat」、多言語（中国語・韓国語・ベトナム語等）

を学びたい学生が留学生とペアになり、オンライ

                                                  
3 CUC International Square の略。学内にいながら、ま

るで外国のカフェにいるような雰囲気の中で、日常的に英

語や異文化に触れることができる施設。外国人スタッフと

1 対 1 で英語の練習ができる「Private Sessions」、外国語

を母国語とする学生と日本人学生のペアで行う言語交換の

ンで言語交換を行う「Language Exchange Hour」

などを提供した。 

２．図書宅配貸出サービス 

学位論文（学士・修士・博士論文）執筆のために

資料を必要とする在学生を対象に、図書の宅配貸

出サービスを実施した。また、全学生を対象に自

宅からアクセスできるデータベースや電子書籍

等を案内した。なお、2020 年 7 月以降は対象者を

限定する形で入館を認める特別開館を実施して

いる。 

３．就職オファー型マッチングサイト「me RAI」

4、Web 合同企業説明会 

千葉商科大学の学生と CUC アライアンス企業

（約 800社、2008年より独自にネットワーク化）

が利用できる独自のオファー型マッチングサイ

ト「me R AI」（2019 年 5 月末オープン）は、企

業から逆オファーを受けたり、学生から企業にオ

ファーを出したりとサイト上で効率的、省力的に

就職活動を行うことを目的として構築されてい

る。 

2020 年 5 月 27 日～2020 年 6 月 2 日には、10

社の企業説明動画を配信し、学生が企業にエント

リーできる「Web 合同企業説明会」を開催した。 

４．オンライン学生相談 

千葉商科大学健康サポートセンターでは、

「Microsoft Teams」を使用したビデオ通話での

相談を開始した。特に今年度は、遠隔授業により

他の学生や教員との接点が薄れてしまったこと

により、大学生活全般に関すること、一人暮らし

などによる生活上の悩み、友達や家族との人間関

係、気分の落ち込みなどの相談が多く寄せられた。 

 

 

時間「Language Exchange Hour」など、様々なアクティ

ビティを通した国際教育を行っている。 
4 学生と企業をつなぐオファー型マッチングサイトのこ

と。（URL: https://cuc-merai.jp/） 
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Ⅴ．外部ステークホルダーとの関係強化 

１．オープンキャンパス、高校教員対象入試説明

会のオンライン開催 

高校生を対象としたオンラインオープンキャ

ンパスでは、ビデオ会議アプリケーション「Zoom」

を使用して、大学や各学部の説明、入学センター

職員が開催中に常時質問を受け付ける「オンライ

ンなんでも相談コーナー」（ビデオ通話・音声通

話・テキストチャット）、入試説明会、総合型選抜・

学校推薦型選抜の「入試対策講座」などを実施し、

1,500 名を超える生徒、保護者が参加した。また、

2020 年 5 月に実施した高校教員を対象としたラ

イブ配信の入試説明会では、新型コロナウイルス

感染症に伴う 2021 年度入試の変更点等について

も説明した。 

２．オンライン保護者会 

千葉商科大学では、例年秋学期前半に来場型の

全学保護者会（CUC 保護者会）を開催している

が、今年度はオンラインにて保護者会を実施した。

プログラムの内容は、理事長、学長及び各学部長

からのメッセージ、各学部の活動内容、キャリア

支援センターの取り組み内容を動画で配信する

とともに、事前申し込みによる個別面談を行った。

参加者数は以下の通りである。 

 

 

Ⅵ．経済的支援 

１．特別修学支援給付金 

新型コロナウイルス感染症対策として 2020 年

度春学期の授業をすべてオンラインで実施する

ことに伴い、通信環境の整備支援として、学部及

び大学院の学生全員に対し一律5万円（返還不要）

を給付した。 

２．アルバイト収入減少に対する生活支援給付金 

緊急事態宣言による活動制限によりアルバイ

トの機会喪失や収入減少等により生活が困窮し

ている学生に対し、最大 4 万円（返済不要）を支

給した。 

３．生活支援金貸与制度 

家計急変により日本学生支援機構の給付型奨

学金を申請する学生に対して、生活費等を一時

的に貸与（無利子）する制度を設けた。 

４．学費の納入期限の延長 

新型コロナウイルス感染症の影響による家計

の急変により期限までに学費納付が困難な場合

は、学費の納入期限延長を認めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参加人数 

学生生活・成績等に関する個別相談 82 名 

就職に関する個別相談 63 名 

合計 145 名 

【オンライン個別相談 参加状況】 
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３．各領域の進捗状況 

Ⅰ．教育・研究・社会連携領域 

Ａ：超スマート社会で活躍しリードする人材を輩

出するため、本学ならではの特色ある教育の

実現 

１．超スマート社会で活躍できる能力・スキルを

伸長するための科目・講座を設置 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①CUC 基盤教育科目群において ICT に関する資

格の取得に向けた科目、講座の配置 

IT パスポート試験や基本情報技術者試験の合

格を目的とした正課外の勉強会である「IT 道場」

の授業科目化を進めており、2021 年度秋学期に

特別講義を開講する予定である。 

2020 年度の「IT 道場」の実績は、次の通りで

ある。マイクロソフトオフィススペシャリスト

（以下、MOS）の資格取得促進のため、オンラ

インでの対策講座を実施した。2020 年 8 月～9

月に実施した夏季対策講座は、Word/Excel それ

ぞれ 23 名が受講し、合格者は Word：19 名、

Excel：18 名となった。また、2021 年 2 月～3 月

に も MOS の オ ン ラ イ ン 対 策 講 座 

（Word/Excel/PowerPoint）を開講した。3 講座

合計で 28 名が受講し、結果合格者は Word：7

名、Excel：7 名、PowerPoint：4 名となった。 

さらに、デジタルコンテンツアセッサ（DCA）

3 級の認定者は春学期 22 名、秋学期 19 名の合

計 41 名となった。また、DCA2 級については 9

月に 2 日間の集中講義を実施し、5 名の受講者全

員がプログラムを修了し、DCA2 級認定を受け

た。 

 

２．教育ツール・教育手法としての IT 活用 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①情報端末を用いた授業及びアクティブ・ラー

ニングを実施しやすい教育環境設備の整備 

大学内の無線LANアクセスポイントの増設、

6 号館 2 階一般教室の AV システム更新を行い、

教育・研究活動の利便性を高めた。 

また、学生のノート PC 必携化に対応し、プ

リンターシステムを一新、必携ノート PC から

の印刷の利便性を向上させた。 

さらに遠隔授業の実施に向けて、教員の負担

軽減及びオンライン配信における音質向上を

目的に、一般教室の設備改修を実施した。 

2021 年度以降も継続的に実施されるリアル

タイムでの遠隔授業やハイブリッド授業での

活用を見込んでいる。 

②PC 必携化への対応として、入学前からの問合

せ・相談などに対するサポート体制の整備 

新型コロナウイルス感染症の影響により、学

生が大学構内に入構できない期間が長く続いた

ため、2020 年度新入生に対してノート PC 必携

に関する案内を郵送し、推奨ノート PC の周知を

行った。また、2021 年度入学予定者に対し、「入

学前準備マニュアル」を郵送するとともに、オン

ラインスクーリングを実施し、PC のセットアッ

プ手順などの準備項目を周知した。さらに、ネッ

トワークガイダンス・情報入門の実施計画及び

ガイドブックの整備を行った。 

 

Ｂ：SDGs を理解し、推進できる人材の育成 

１．SDGs 教育の実施 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①SDGs 教育プログラム（高大連携）の開発 

  大学教職員、付属高校教員から構成される「高

大連携プログラム分科会」で検討を重ね、付属高

校 2 年生を対象に 2 学期～3 学期の「総合探究」

の時間を用いて、高大連携プログラム（SDGs に

【高大連携プログラムの授業風景】 
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関する探究学習）を実施した。詳細については、

高大連携領域の部分で記載する。 

 

２．創設者・遠藤隆吉研究の推進 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①建学の精神の浸透 

昨年度に引き続き、基盤教育機構にて「実学へ

の招待」5を実施した。今年度は新型コロナウイ

ルス感染症への対応として、遠隔授業の形式で

の実施となったが、履修者数は春学期 164 名、

秋学期は 61 名であった。 

 

３．学長プロジェクトの推進 

＜主なアクションプラン＞ 

 ①【プロジェクトⅠ】会計学の新展開 

プロジェクトⅠは、accounting（アカウンティ

ング）と accountability（アカウンタビリティ）

を担う、「会計学（accounting）の新たな展開」

を目指し、情報ネットワーク社会に対応すると

ともに、会計学（accounting）の社会的役割であ

る意思決定過程の厳正な明確化と透明性を確保

し 、 企 業 経 営 と 事 業 活 動 の 説 明 責 任

（accountability）を果たすことを可能とする対

策を探究し、情報発信をすることを目的として

いる。 

今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響

により、活動に制限を受けたが、2020 年 10 月

にオンラインによる公開講座「電子インボイス

情報の活用事例－エストニアにおける活用事例

と我が国における将来展望－」を東京工業大学

総合理工学研究科特別客員教授の出口弘氏を招

き、開催した。 

また日本計画行政学会にて「急激な社会変化

に対応しうる人材育成に関する研究－千葉商科

大学の会計業界における人材育成を焦点として

－」をテーマに、新型コロナウイルス感染症が企

                                                  
5 基盤教育機構にて開講される、千葉商科大学における建

学の精神に基づき、治道家の育成と実学の学びの展開につ

いて三つのテーマ、建学の精神・倫理・SDGs（持続可能

業に与える影響及び財務会計・税務会計の各分

野における ICT 化の現状について、桝岡源一郎

副学長、谷川喜美江商経学部教授、渡邉圭基盤教

育機構専任講師が報告を行った。 

②【プロジェクトⅡ】CSR 研究と普及啓発 

プロジェクトⅡは、SDGs に基づき、ESG に

配慮した真に必要とされる SR（社会的責任、大

学では USR）の研究、教育、実践を行っている。

具体的には環境・社会に配慮した広義のアセス

メント研究・ESG 投資を目指す「環境社会配慮

の研究」、社会的責任の視点から新しい大学評価

指標の開発を目的とする「環境や社会を考慮し

た University Ranking」、エシカル消費（倫理

的消費）の啓蒙、教育、グッズの開発を行う「エ

シカル消費の推進」の３つのテーマで活動を行

っている。 

「環境社会配慮の研究」では今年度、日本計画行

政全国大会にて、「SDGs と国際協力における投

融資」をテーマに、持続可能なファイナンス、専

門家育成、ポジティブインパクト評価、気候変動

リスク分析の重要性について報告を行った。 

「環境や社会を考慮した University Ranking」

では、昨年度に引き続き、研究上では USR 活動

評価・改善のための自己チェックシートの作成

等、教育上では学部や専門分野を超えた合同ゼ

ミを実施するとともに、展示会（エコメッセちば）

への出展を行った。 

「エシカル消費の推進」では、昨年度に引き続き

学生を巻き込んだエシカル消費活動・教育の推

進を行った。特に、2020 年 9 月に学生団体「CUC

エシカルステューデントクラブ」を設立し、学内

におけるエシカル消費の認知度向上と活動の促

進を図った。 

 また、今年度は環境にやさしい世界大学ラン

キング（UI Green Metric World University 

Rankings6）にエントリーした。世界各国からエ

な開発目標）に沿って学んでいく講義。（「実学への招待」

シラバスより抜粋） 
6 URL：http://greenmetric.ui.ac.id/ 



16 

ントリーした 912 大学中 314 位という結果とな

った。 

③【プロジェクトⅢ】安全・安心な都市・地域づ

くり(Resilience)  

プロジェクトⅢは、国府台コンソーシアム7を

形成する大学として「住み続けられるまち国府

台」から「学びたいまち、住みたいまち国府台」

への発展を目指し、地域に開かれた大学として

の特色を生かした防災教育や自然エネルギー

100%大学としての機能や経営を活かし、先進的

な安全・安心な地域づくりのための活動に多様

な主体と連携して取り組んでいる。 

今年度までの４年間で、①防災を中心とする

国府台コンソーシアムによる地域連携、②防災

フォトロゲ・サバイバルキャンプ等による楽し

い防災教育の展開、③CUC100 ワインプロジェ

クト及びソーラーシェアリング研究会の実施、

④災害時車両利用リスク対応に関する地域防災

教育（市川市・自治会との連携による住民意識調

査、CUC 公開講座の開催等）、⑤学内防災体制整

備への助言（防災マニュアルの策定等）、⑥学会

活動を通じた持続可能なまちづくり研究と広報、

はじめ幅広い活動を行ってきた。2021 年度以降

も国府台コンソーシアムと連携し、防災協力・教

育を充実させるとともに、地域分散型エネルギ

                                                  
7 市川市国府台地区及び同地区近隣に所在する教育機関な

らびに医療機関が連携し、相互の発展と地域の活性化に

資することを目的として、2017 年 12 月に設立。 
8 千葉商科大学の自然エネルギー100%達成に向けた、千

ーシステムによる防災力強化、大学アシスタン

スを利用したプロジェクトの推進を図る。 

④【プロジェクトⅣ】環境・エネルギー 

(Sustainability)  

プロジェクトⅣは、大学所有のメガソーラー

発電所などの発電量と大学のエネルギー使用量

を同量にする「自然エネルギー100%大学」への

取り組みを進めるとともに、地域に貢献するエ

ネルギー事業者の起業・経営支援など、千葉商科

大学が持続可能な地域分散型エネルギー社会の

核となることを目指している。 

千葉商科大学は電気及びガスについて、2020

年度末を目標に「自然エネルギー100%」を達成

すべく千葉商科大学メガソーラー野田発電所の

ソーラーパネル増設、キャンパス照明の LED 化

（2020 年度に完了）、キャンパス内の建物屋根へ

のパネル設置、教室の二重窓化の実験的導入、学

生団体SONE8による千葉商科大学内での省エネ

の推進と啓蒙等の活動を進めてきた。結果、2020

年 7 月に自然エネルギー率が 102.9%となり、自

然エネルギー100%を達成した。しかし、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による学内でのエネ

ルギー使用量の減少が、本目標の達成に大きく

影響したことから、2023 年度に目標を再設定し、

再度目標達成のために活動を進めていくことと

した。 

また今年度は一般財団法人新エネルギー財団

から、令和 2 年度新エネ大賞、新エネルギー財団

会長賞を受賞した。 

 

Ｃ：教育の質を保証する大学へ 

１．教育の質保証体制の整備 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①質保証の活動への内部点検体制の構築 

3 つのポリシーに基づく千葉商科大学の取組

葉商科大学の学生からなるプロジェクト。学生や教職員に

向けての省エネ啓発や省エネのための調査などの取り組み

を行うとともに、活動を出展するなど大学内だけでなく大

学外にも積極的に情報を発信している。 
（URL：https://sone.cuc.ac.jp/index.html） 

【防災サバイバルキャンプの様子】 
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に対して市川市からの外部評価を実施した。

2021 年度は内部質保証ポリシーに関する検討を

行う。 

②学修成果の可視化に取り組み、卒業時に学び

の成果を語ることができる学生の育成 

全学部共通の学修成果の可視化の取り組みと

して、「学生の主観的評価に基づく学修成果の可

視化」について検討し、2020 年 10 月に試験運

用を行った。また、「ルーブリック9に基づく学修

成果の自己評価」を開始した。 

また各学部では、商経学部及び国際教養学部

では GPS-Academic、人間社会学部が PROG と、

外部アセスメントテストを導入し、学修成果の

可視化の取り組みを積極的に行っている。 

③履修証明プログラム10の推進 

履修証明プログラム「CUC 市民活動サポート

プログラム」は、市民活動団体や地域活動団体、

コミュニティ・ビジネス（行政だけでは解決しな

い、既存の企業では供給されていないサービス

を提供する事業など）や地域密着型ビジネス等

を発展させるために必要な知識や技術を提供す

ることを目的に開講されている。今年度は新型

コロナウイルス感染症の影響下にも関わらず、

正規履修生 12 名、部分履修生 3 名が受講し、修

了要件を満たした受講生 12 名には 2021 年 2 月

にオンラインでの修了式を行った。 

④アクティブ・ラーニング11を推進する教育環境

やサポート体制の整備 

今年度から変更となった授業時間と学事暦の

改定（105 分化・13 週化）の効果検証として、

学生及び教員に対してアンケートを実施した。

                                                  
9 米国で開発された学修評価の基準の作成方法であり、評

価水準である「尺度」と、尺度を満たした場合の「特徴

の記述」で構成される。記述により達成水準等が明確化

されることにより、他の手段では困難な、パフォーマン

ス等の定性的な評価に向くとされ、評価者・被評価者の

認識の共有、複数の評価者による評価の標準化等のメリ

ットがある。 

10 学校教育法第 105 条及び学校教育法施行規則第 164 条

の規定による「履修証明制度」に基づく教育プログラム

その結果、105 分化・13 週化に対しては学生・

教員ともに一定の評価を得られた一方、アクテ

ィブ・ラーニングの推進という観点に対しては

相対的に低い結果となった。この結果を受け、

2021 年度春学期に「アクティブ・ラーニングの

推進に関する FD」の実施を予定している。 

⑤全学横断的なアクティブ・ラーニングの運営

体制の整備 

新型コロナウイルス感染症の影響により例年

実施している千葉ロッテマリーンズマッチデー

の代替措置として、2021 年 1 月～2 月に全 9 回

の「千葉ロッテマリーンズ特別教育プログラム

～コロナに勝利！プロジェクト with 千葉ロッ

テマリーンズ」を全学部生対象に開催した。本プ

ログラムでは、千葉ロッテマリーンズ B to B 本

部法人営業部営業グループ長の大石賢央氏、千

葉商科大学国際教養学部特命講師で元千葉ロッ

テマリーンズ捕手の里崎智也氏らを招き、多く

の業界をステークホルダーとして巻き込むスポ

ーツビジネスの現状を把握し、様々な視点から

スポーツビジネスについて考察する内容で実施

し、90 名の学生が受講した。 

 

 

のこと。平成 19 年度の学校教育法の改正により、さらな

る積極的な社会貢献を促進するため、学生を対象とする

学位プログラムの他に、社会人等の学生以外の者を対象

とした一定のまとまりのある学習プログラム（履修証明

プログラム）を開設し、その修了者に対して法に基づく

履修証明書（Certificate）を交付できることとした。 
11 教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学

修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法

の総称。 

【千葉ロッテマリーンズ特別教育プログラム 受講の様子】 
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２．成績及び学修意欲の高い学生が満足する教育

の提供 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①学修意欲の高い学生を対象とした教育プログ

ラムの実現 

CUC版 iTunes Universityに係る取組として、

1年前倒しでオープンエデュケーション12をスタ

ートさせた。今年度は基盤教育機構の渡邉圭専

任講師による、簿記・会計に関する学びの基礎と

なる「誰でも使える!?  ICT 会計帳簿の活用法 1 

予算編成」という内容で公開した。 

また、瑞穂会13では商経学部の学生 1 名が令和

2 年公認会計士試験（論文式）に合格した。 

 

３．国際化の推進 

＜主なアクションプラン＞ 

 ①国際化戦略の策定 

千葉商科大学は、2014 年に掲げた創立 100 年

（2028 年）に向けた長期ビジョン、「CUC 

Vision 100」で「アジアの発展を中核で支える

人材を送り出す大学となる」ことを目標として

いる。今年度、遠藤隆吉の精神をバックボーンと

し、アジアの成長・発展を支え、国際社会で活躍

できる高い倫理観を備えたグローバル人材を育

成することを目標とする、『千葉商科大学の国際

化ビジョン 「世界とつながる」』を策定した。

なお、国際化ビジョン達成へのガイドラインは

次の通りである。 

１．全学的な教育体制、教育環境の整備・強化 

(1) 教育内容 

①異文化理解 

②日本の歴史・文化の理解 

③情報リテラシー 

④英語、中国語によるコミュニケーション力 

の向上 

                                                  
12 インターネット上で広く教育を提供することで、さま

ざまな人へ、学校や大学など教育機関の枠を超えて、教育

を受ける機会を開いていく活動。 
13 日商簿記検定、税理士試験科目（簿記論・財務諸表

論）の指導を無料で行う、千葉商科大学独自の会計教育実

(2) 教育体制 

①国際教養学部、基盤教育機構、学部横断授業 

の活用の検討 

②国際センターを中心とした海外留学等の国 

際交流の促進 

③付属高校教育との連携強化 

(3) 国際交流ネットワークの強化 

①海外の大学・研究機関との協同研究プロジ 

ェクト拡充 

②教員の研究分野における国際交流の強化 

２．外国人留学生の受け入れ拡充等 

(1) 外国人留学生の受け入れの拡充 

①当面、提携校を軸とした日本語能力のある 

アジア人留学生の確保 

②交換留学生の増加  

(2) 外国人留学生の日本国内就職の促進 

①卒業留学生の就職率向上 

②就職市場の開拓促進 

③ビジネス日本語講座の設置 

(3) 外国人留学生の受け入れ拡充等に向け 

たグローバルな情報発信の推進 

 ①現行 WEB 英文サイトの活用・充実 

 ②各種ドキュメントの段階的英語化 

(4) 外国人留学生支援体制の強化 

 ①留学生に対する経済的支援 

（奨学金、居住支援等） 

 ②支援充実に向けた教職員研修の実施 

 

４．産官学によるコンソーシアム等を通じた、地

域・社会に貢献できる教育活動の推進 

＜主なアクションプラン＞ 

①市川との地域つながり力を持った学生の育成 

千葉商科大学では、市川市の歴史や文化など

市川市の理解を深めることを目的に、大学コン

ソーシアム市川14に参画する 5 大学の共同開発

践の場。専用の教室を有し、また高い実績を誇る専任教員

が常駐していることから、多くの合格者を輩出しており、

各種検定合格率は全国平均を大きく上回っている。 
14 千葉商科大学ホームページ（以下、URL）参照。

（https://www.cuc.ac.jp/social_contribution/collaboration
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による授業「市川学（A～D）」を開講している。

本講座は参画校に在籍する学生が履修可能な集

中授業形式にて実施している。今年度は新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、「市川学 C」

（市川の商工業と経済）15、「市川学 D」（市川の

社会的問題）16の 2 講座をオンラインにより開催

した。履修者数は「市川学 C」は 29 名、「市川学

D」は 41 名となった。 

 

５．「大学院プロジェクト」の完遂と質的拡大 

＜主なアクションプラン＞ 

 ①会計ファイナンス研究科の教育の質的向上 

新型コロナウイルス感染症の影響により、大

学院においても遠隔授業を中心に実施した。学

生よりオンデマンドなどの方式は社会人学生に

とって効率的との意見があり、授業評価アンケ

ートにおいても好意的な意見が多かった。この

ような社会人学生への利便性などを考慮し、今

後も積極的に遠隔化を進めていく。 

②大学院履修証明プログラム等の整備 

中小企業人本経営（EMBA）プログラム171 年

コースは、大学院の履修証明プログラムとして

2020 年度から開講した。新型コロナウイルス感

染症の影響により、ほとんどのプログラムをオ

ンラインで実施した。2020 年度の受講生は 36 名

であり、予定の 30 名を大幅に上回り、予想以上

に受講者から大きな期待が寄せられたプログラ

ムであった。新型コロナウイルス感染症の影響

下での募集であったが、リピーター受講者もお

り順調に実施できている。2021 年度の受講者は

29 名となり、新型コロナウイルス感染症の影響

下にも関わらずリピーターの受講者もいるなど、

                                                  
/i_consortium/index.html） 
15 市川市の現状を踏まえ、「都市型ビジネス」「コミュニ

ティ・ビジネス」「地域情報」を中心に、市川の商工業や

経済を理解し「地域つながり力」を持つための方法を学

ぶ。（「市川学 C」シラバスより抜粋） 
16 市川市の現状を踏まえ、「保育」「高齢者福祉」を中心

に市川の社会問題を理解し「地域つながり力」を持つため

の方法を学ぶ。（「市川学 D」シラバスより抜粋） 
17 高い倫理観を持った経営者を育成するという同じ志を

順調に実施できており、社会的に認知が広まっ

ている。 

 

 

Ⅱ．学生支援と環境整備領域 

Ａ：超スマート社会に移行していく中で学生、教

職員の ICT ツール運用能力の向上 

１．ICT ツール利用の促進体制整備 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①ICT 活用支援体制の整備 

新型コロナウイルス感染症の影響により、ICT

活用支援体制の整備への具体的なアクションは

できなかったものの、マイクロソフトオフィス

スペシャリスト （Microsoft Office Specialist、

MOS）講座の受講推奨及び世界学生大会出場に

向けた支援について、検討を進めている。検討に

際しては、資格取得や Student Job の取り組み

と連動する形でワーキンググループを発足する

こととした。 

 

Ｂ：１人１人の学生の大学生活に対する満足度向

上 

１．ダイバーシティの推進 

持つ千葉商科大学と「人を大切にする経営学会」が連携・

協同して開設するプログラム。講義は、著名な現役経営者

によるリレー方式の「リレー実践経営学」と研究者や弁護

士、公認会計士、経営コンサルタント等による「リレー中

小企業経営論」、そしてプログラムリーダーが年間を通し

て担当する「中小企業経営事例研究＆ゼミ」の 3 本立て

で、理論面と実務面から経営学を広く深く学ぶ。なお、優

秀な成績を収めた者には、「EMBA プログラム修了証」が

授与され、千葉商科大学からは履修証明書が交付される。 

【中小企業人本経営（EMBA）プログラム 受講の様子】 
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 ＜主なアクションプラン＞ 

①多様な学生の支援体制の強化とフォロー体制

の構築 

障がい学生支援については、「遠隔授業での障

がい学生への理解と配慮についてのお願い」の

文書を配信した。同文書には、遠隔授業に対する

障がい別の対応などを記載するとともに、「授業

を中心とした障がい学生支援ガイドブック」に

ついてあらためて教員に周知を行い、啓発を行

った。 

また、障がい学生の就活支援として、キャリア

支援センターオフィスにて冊子『障がいのある

学生の就職活動について』を作成した。本冊子に

は障害者採用枠や障害者手帳の取得方法、実際

の就職活動の進め方、相談窓口の案内等を掲載

した。 

さらにダイバーシティ推進のため、ダイバー

シティ推進委員会を設置し、「学校法人千葉学園

千葉商科大学ダイバーシティ推進宣言」を作成・

公開した。また、株式会社チェリオジャパンが展

開する社会貢献型自動販売機プロジェクト 『の

んで CHANGE！』に参加し、2021 年 4 月より

学内に自動販売機を設置する。この自動販売機

の収益の一部は、LGBT の活動や理解促進に還

元されることから、学生が楽しみながら多様性

を学び、社会貢献できる環境を整えたと言える。 

今後は「グローバル」「ジェンダー」「障がい」

のワーキンググループを作り、ダイバーシティ

推進宣言に基づく各種取組を進めていく。 

 

２．学生が快適に過ごせるキャンパスを、学修と

学生生活の面から整備 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①図書館、Co-works Lab18、iSquare の利用促進 

図書館の利用促進について、2020 年 9 月より

学内者（学生・教職員）向けに短縮開館を行った。

                                                  
18 教育棟「The University HUB」の地下 1 階のスペー

ス。オープン PC エリア、ミーティングルーム 7 室、工作

スペースがあり、学生が自由に議論やグループワーク等に

利用可能。 

また在宅学習・研究を支援する電子コンテンツ

を提供している。さらに、希望する教員について

は、１年生の必修科目である「研究基礎」にて図

書館ツアーを実施するとともに、新たにオンラ

イン形式で「図書館活用塾」19を実施した。また

ライティングサポートセンターでは卒論・レポ

ート対策のためのオンライン講座のほか、個別

相談をオンライン・対面で実施した。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、The 

University HUB の各施設及び Co-works LAB

は本来の活用ができなかったため、2021 年度も

その影響を見ながら活用を検討する。 

また iSquare では、新型コロナウイルス感染

症の影響により 2020 年度春学期は閉館とし、

P12 に記載の通り、インターネットを通じて同

様のプログラムを提供する「vSquare」を立ち上

げた。 

 

春学期の vSquare 利用者は延べ 1,000 名にの

ぼり、協定校（オーストラリア）の学生ボランテ

ィアによる Private Sessions など、既存のプロ

グラムに加えてオンラインならではのプログラ

ムも実施した。また、夏季休暇期間中には 3 日間

の英語集中講座を行い、15 名の学生が参加した。 

秋学期は iSquare と vSquare を併用し、学生

のニーズに応じた教育機会を提供した。総利用

者数は、iSquare567 名、vSquare の参加者数は

483 名となった。12 月には International Week

19 図書館スタッフがレポート・卒論・就職活動など、目

的に合わせた図書館やデータベースの活用術を指導する

プログラム。2020 年度は「Microsoft Teams」による

オンラインにて実施した。 

【vSquare プログラム受講の様子】 
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を実施し、オンライン英語プログラム受講の意

義やそれをどのように就活に活かすかについて、

外部講師を招いてのレクチャーを行い、学生へ

の意識醸成につなげた。 

②学生生活について学生から意見聴取を行い、

フィードバックする体制の整備 

千葉商科大学では、年一回（秋学期）に学生生

活実態調査を行っている。しかし今年度に限り、

新型コロナウイルス感染症の影響による学生の

状況を把握するため、春学期終了時及び秋学期

中の 2 回に渡り学生生活実態調査を実施した。

調査にて把握した学生からの意見をどのように

フィードバックするかについては、新型コロナ

ウイルス感染症の状況を見ながら検討する。 

 

３．学生が活躍できる場を提供し、その活躍を応

援する環境の整備 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①学内で働ける Student Job 制度の新設と既存

制度の見直しと整理 

千葉商科大学と提携している株式会社学生情

報センターと現在の学内アルバイトのスキーム

のシステム化を行い、2021 年 4 月より運用を開

始することとした。 

また、ICT ツール利用促進と資格取得と連動

した取り組みに Student Job を取り入れる形で

検討を進めるワーキンググループを発足するこ

ととした。 

②学内の奨励金、支援金制度の整理 

学内の奨励金や支援金制度（資格取得奨励金

も含む）について、各学部で条件や金額等の整理

及び分析が完了した。2021 年度より、具体的な

制度設計を進める。 

③指定強化クラブの見直しと環境整備 

指定強化クラブを 3 区分に分け、学園の目的

に沿った制度設計とする規程を整備し、2021 年

度からの運用準備を進めた。 

 

４．学生が成長を実感できる仕組みの構築 

 ＜主なクションプラン＞ 

①瑞穂会の横展開による、無料講座の開講 

2021 年度に「IT 道場」の内容を、CUC 基盤

教育科目の正課科目として位置づけて設置する。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、

今年度の資格取得講座受講者数は前年度と比べ

て大きく減少したが、2021 年度の資格取得講座

については、今年度のラインナップを踏襲しつ

つ、オンラインと教室講義を組み合わせた形式

で実施する予定である。 

②部活動の応援（活性化）プロジェクト 

部活動の応援イベントについて、本年度は新

型コロナウイルス感染症の影響により、イベン

トそのものが中止となったため、代替としてオ

ンライン応援イベントを検討している。具体的

には、運動部の試合のオンライン配信を企画し

たが、2 回目の緊急事態宣言発出で実現しなかっ

た。しかし、運用可能な状態には至っているので、

2021 年度に実施する予定である。 

 

Ｃ：愛校心の醸成 

１．卒業生ネットワークの構築と、大学からの情

報発信や卒業生との交流の強化 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①卒業生と在学生が交流できる機会を検討 

新型コロナウイルス感染症の影響により、卒

業生と在学生が交流できるイベント等は開催で

きなかったが、卒業式を行うことができなかっ

た 2019 年度卒業生を 2020 年度学位記授与式へ

招待した。学部卒業者 30 名、大学院修了者 20

名が参加した。また、2021 年度に OB ゼミ生と

在学ゼミ生との交流プランを The University 

DINING にて受け付ける体制を整えた。 

②卒業生に向けたサービスの創出 

新型コロナウイルス感染症の影響により、活

動は限定されたが、卒業生への大学情報発信媒

体として、同窓会情報誌「きずな」を 2019 年度
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卒業生へ 3 回に渡り送付した。また、卒業生に向

けた情報提供サービスとして、情報提供サービ

ス LINE を作成し、情報を発信している。 

 

 

Ⅲ．研究支援と環境整備領域 

Ａ：活動成果の情報発信力の強化と社会への還元

１．専用情報サイトの構築による研究の可視化 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①教員業績ページの整備・運用 

千葉商科大学ホームページ「学術・研究」のペ

ージ内に「researchmap」20のリンクを設置した。

これにより、ワンクリックで「researchmap」上

に登録された千葉商科大学に所属する研究者の

情報が表示されるようになった。 

また、教員業績マニュアルの更新を行い、研究

分野の選択に重点を置いた内容に変更した。 

 

２．学内外における研究活動情報の共有 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①公開プログラムの開催 

公開プログラムの名称が「国府台学会研究会」

に決定し、本プログラムの基本コンセプトの作

成が完了した。新型コロナウイルス感染症の影

響により今年度の開催は見送ったが、2021 年度

春学期にオンラインで開催する。 

 

Ｂ：持続可能な社会づくりに貢献できる研究の創

出 

１．SDGs に関連した研究の創出・推進 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①SDGs に関わる研究への助成 

「SDGs 関連研究への学内助成制度」創設に向

け、教育・研究・社会連携領域が進める SDGs 研

究所の設置と連携を図りながら情報収集と制度

設計を進めている。 

まず、SDGs に関連する研究助成を検討するに

                                                  
20 研究者が業績を管理・発信できるようにすることを目

あたり、所属研究者の研究内容が SDGs のどの

項目に該当するのかについて、情報収集とその

分析を行った。既存の研究分野による分類に加

え、SDGs における 17 のゴール目標による分類

を行うことで、研究領域横断型プロジェクトを

実施する際の検討材料となるほか、今後、一般向

けの研究広報を展開する上で、重要な情報を把

握することができた。 

具体的には、専任教員から提出される個人研

究実績・成果報告書に SDGs との関連性を選択

する項目を設けた。2021 年度からは個人研究実

施計画書への記載も実施する。 

 

Ｃ：社会的・国際的に高い評価を受ける研究の創

出 

１．科学研究費助成事業（科研費）の採択件数の

増加 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①科研費応募者に対する各種サポート 

2020 年度科学研究費の新規採択件数は 7 件、

研究代表課題数は 24 件となり、特に千葉商科大

学で取り扱う代表課題数は過去最高件数となっ

た。 

また、科研費へのさらなる応募・採択を目指し、

2021 年度より新たに以下の研究者支援策を実施

することが決定した。 

(1) 研究奨励費 

国の競争的研究費に採択された研究者に対し

て、さらなる研究の進展を期待すべく、研究環境

の改善等に利用できる予算を支給する。 

(2) 課題挑戦費 

国の競争的資金のうち、科学研究費に応募し

たものの不採択となった者に対して、評価結果

に応じて研究費の追加配分を行う。 

 

 

的とした、データベース型研究者総覧。 
（URL：https://researchmap.jp/） 
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２．産学連携プロジェクト受入件数の増加 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①関連規程の整備による受入体制の構築 

2020 年 10 月にあいおいニッセイ同和損害保

険との包括的な産学連携協定を締結した。2021

年度は新型コロナウイルス感染症の様子を見な

がら、本協定に関連するプロジェクトを担当研

究者と関係組織間で実施する予定である。 

また、産学連携の実施について、千葉商科大学

との共同・受託研究を希望する企業・団体から照

会を受けており、ホームページ上で担当部署（教

育研究支援オフィス）の案内を掲載している。今

後、企業・団体がより具体的なイメージをもって

オファーできるような、情報公開の在り方を検

討する。 

このほか、外部機関から受託開発研究の申し

込みが 1 件あった。 

 

３．奨学研究寄付金の受入開始 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①奨学研究寄付金の受入開始 

CUC サポーターズ募金に加え 2021 年 1 月よ

り「CUC 研究活動募金」を開始した。募金の目

標額は 1 千万円である。現時点では、大学ホーム

ページ上で「学長プロジェクト」のみを対象に募

集しているが、制度が整い次第、研究者個人の研

究プロジェクトを対象に加える予定である。 

このほか、2021 年度から研究寄付金ポータル

                                                  
21 IR は Institutional Research の略。大学に関する情報の調査

及び分析を実施する機能又は部門。大学情報を一元的に収集、分

サイト「だいがくアシスタンス」を介した募集を

開始する。 

 

 

Ⅳ．入試・キャリア領域 

Ａ：基礎学力を有する一般選抜(共通テスト型含

む)志願者数 10,000 名の維持 

１．代表的な予備校の模試での偏差値の向上 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①高偏差値高校生を対象とした広告媒体の選定

と出稿 

高校別資料請求数、出願時のアンケート及び

大学 IR21による入学後のデータ分析を実施し、

有効な媒体を抽出したうえで行った。結果、全体

の請求者数が前年度比 119.0%の 11,611 件、う

ち偏差値 50以上の高等学校のからの資料請求者

は、前年度比 109.7%の 4,799 件と全体の 41.3%

を占めている。 

②高偏差値高校への訪問営業及び高校内ガイダ

ンスへの参加 

今年度は新型コロナウイルス感染症の影響に

より、訪問営業及び高校内ガイダンスが大きく

制限された。しかし、7 月以降は徐々に高偏差値

高校及び塾・予備校への営業訪問も実施できる

ようになり、来年度に向けた関係構築を進める

ことができた。 

  

２．入試制度の改編 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①一般入試制度の見直し 

2020 年度までの一般選抜制度を一新し、一般

選抜は個別試験型と共通テスト型（千葉商科大

学独自の筆記試験は課さない）の２つの区分で

実施した。大きな変更点はこれまで総合評価型

のみに適用してきた調査書による評価を、すべ

ての一般選抜（個別試験型、共通テスト型両方）

で実施し、「学力の 3 要素」における「知識・技

析することで、計画立案、政策形成、意思決定を円滑に行うこと

が可能。 

【あいおいニッセイ同和損害保険 産学連携協定調印式】 
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能」のみではなく、「主体性・多様性・協調性」

など多面的な評価により、選抜を行う制度とし

た。 

 

Ｂ：学部が求める学力や目的意識・熱意を持つ受

験生を確保するための学校推薦型入試・総合型

選抜入試の実施 

１．入試制度の改編 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①高大接続改革に対応した入試制度設計 

今年度より入試制度を一新し、総合型選抜入

試（一般、給費生、文化・スポーツ実績）、学校

推薦型選抜（指定校、一般公募制）、一般選抜（個

別試験型、共通テスト型）等の区分にて入学試験

を実施した。特に、タブレットを使用した適性検

査や、前述の通り、一般選抜のすべての入試区分

に調査書による総合的評価を導入するなどの大

きな変更も行った。 

入試区分毎の入学者比率については、入学者

1,498 名中、総合型選抜（付属・特別含む）353

名（23.6%）、学校推薦型選抜 844 名（56.3%）、

一般選抜 301 名（20.1%）となった。学力を持つ

入学者選抜を行うため、総合型選抜の割合を下

げ、一般選抜の比率を高める施策を進めていた

が、結果として総合型選抜は目標値より下げる

ことができたものの、一般選抜の割合を増加さ

せることは未達となった。新型コロナウイルス

感染症の影響により、受験生が極めて安全志向

となり、学校推薦型の比率が予想以上に高くな

                                                  
22 この先 100 年のリーディングカンパニーとしての可能性を有

ったことが背景にある。2021 年度も新型コロナ

ウイルス感染症の影響の長期化により、引き続

き学校推薦型・総合型選抜への志向が高まるこ

とが予想されるが、入試対策講座や高偏差値帯

高校へのアプローチを強め、一般選抜層の開拓

を進めることにより、入試区分別入学者数配分

を考えた合否判定につながるよう対策を進める。 

②付属高校生対象入試制度の見直し 

新型コロナウイルス感染症の影響により進行

が遅れているものの、今後の方向性については

検討を進めており、今年度末に設計キックオフ

を実施した。教育・研究・社会連携領域及び高大

連携領域による「総合探究」は新型コロナウイル

ス感染症下でも実施することができたので、

2021 年度はこの「総合探究」を活用した新しい

付属高校生対象入試制度の検討を進める。 

 

２．留学生募集方針の策定と実行 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①外国人留学生受入方針を策定 

教育・研究・社会連携領域にて、「国際化戦略」

が策定され、外国人留学生の受け入れについて

は①当面、提携校を軸とした日本語能力のある

アジア人留学生の確保、②交換留学生の増加の

方針とすることが決定した。2021 年度はこの方

針により、外国人留学生募集計画を策定及び実

行する。 

 

Ｃ：CUC アライアンス企業ネットワークの更なる

発展のため、この先 100 年にわたり社会をリー

ドしていく企業の開拓 

１．ミライアンス企業22の創設 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①ミライアンス候補企業への提案訪問と賛同依

頼 

新型コロナウイルス感染症の影響により、提

案訪問そのものが難しい状況にあったが、15 社

し、千葉商科大学ならではの学びが活かせる企業。 

【来場型オープンキャンパス 新入試制度説明の様子】 
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のミライアンス選定企業を確保することができ

た。 

②ミライアンス企業への内定取得率 

新型コロナウイルス感染症の影響により、ミ

ライアンス選定企業の学内合同会社説明会及び

選考会への誘致が難しい状況にあったが、適職

発見セミナーに 5 社、WEB 合同会社説明会に 11

社の参加があり、そのうち 6 社から内定取得が

あった。 

 

Ｄ：外部環境の変化に影響されない本学独自の就

職支援体制の確立 

１．逆求人マッチング機能を有した本学独自の就

職支援ポータルサイト「me R AI（みらい）」の

コンテンツ開発と運営 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①逆求人マッチングシステムの充実 

2019 年度から稼働した逆求人マッチング機能

を有した千葉商科大学独自の就職支援ポータル

サイト「me R AI」について、スマートフォン版

が稼働した。今年度の結果は、学生登録 3 年生

79％（就勝！実践講座、マイナビ対面セミナー、

3 年生自宅への販促ツール郵送等にてプロモー

ション実施）、企業登録数（入力項目 50％以上入

力済の企業数）393 社（アカウント登録数は 860

社）、4 年生オファー獲得率 85％となり、当初の

                                                  
23 企業と千葉商科大学が連携して、社会に貢献できる人材を送

目標の学生登録率 5 割、企業登録数 300 社、オ

ファー獲得率 8 割を達成した。 

 

Ｅ：CUC 独自の大社接続モデルの開発 

１．キャリアスキルシート「AKINAI」の開発 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①「AKINAI」の開発 

新たなキャリアスキルシート「AKINAI」の設

計に向け、①CUC アライアンス企業23との意見

交換、②「me R AI」の入力項目「商いの力」に

ついて学生約 400 名の入力内容の精査、③デジ

タル時代の採用基準について、アライアンス企

業フォーラム参加企業にアンケート実施、④「デ

ジタル時代に求められる商いの力」について

1,200 社に調査を行い、具体的設計のための情報

収集を行った。 

  

 

Ⅴ．広報・ブランディング領域 

Ａ：高校生の一般選抜(共通テスト型含む)出願数

の増加 

１．新しい層の高校生へのリーチ拡大 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①高校生向け募集メディアへの継続的出稿 

新型コロナウイルス感染症の影響により、募

集マーケットが流動的な一年であった。このよ

うな状況の中、認知度の向上を目的とし、露出量

を増やす方向に舵を切った。結果として例年資

料請求が減少する 9 月以降も昨対で大きく増加

し、前述の通り、全体の請求者数が前年度比

119.0%の 11,611 件となった。 

 

２．ステークホルダー向けのリーチ拡大 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①イベント告知のバリエーション拡大 

新型コロナウイルス感染症の影響により、当

初はイベントへの集客に注力していたが、保護

り出すという趣旨に賛同した、千葉商科大学学生の採用や育成に

積極的な企業。 

【「me RAI」トップページ】 
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者向けの情報誌への出稿を増やすとともに、高

校教員向けのオンライン説明会を複数開催した。 

 

Ｂ：地域・社会・就職先企業の認知向上 

１．広域地域広報による認知向上 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①地域メディアに発信する教育コンテンツの広

報強化 

決定した指定エリアに対して試験的に広告出

稿を実施した。 

②課題解決型の地域・産官学連携事例の広報 

地域あるいは社会課題解決に向けた教育内容

や取り組みの発信により、エリア広報として 33

件の掲載があった。なかでも、SDGs では「4：

質の高い教育をみんなに」以外で「11：棲み続

けられるまちづくりを」「17：パートナーシッ

プで目標を達成しよう」のゴール実現に向けた

取り組みが多いものとなった。 

 

２．質の高い就職支援を支える広報活動の実行 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①ミライアンス企業開拓の広報 

リーフレット「SDGs 人

財 FILE」を作成した（右

図）。在学中に SDGs に関

する活動に取り組んだ卒

業生の活躍を、業界別に

インタビュー形式で紹介

している。 

 

Ｃ：発信情報の最適化と広報活動による在学生と

教職員のモチベーション向上 

１．学内向け情報の流通経路一元化 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①学内広報ツールの見直し、表現方法の見直し 

学内で実施するイベント等の看板デザインを

統一するため、デザインパターンの作成、運用ル

ールを設けた。2021 年度 4 月から運用を開始す

る。 

Ｄ：大学ブランドの構築 

１．事実を軸とした広報を起点に、統合型のコミ

ュニケーションを設計し、質的価値を向上 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①大学ブランド設計と効果測定 

市場への認知度計測を実施した。2021 年度は

この結果を以て方向性の検討を行う。 

②IST 戦略広報の強化 

2020 年 10 月中旬より SDGs をテーマとした

広告出稿（雑誌、新聞、ネット）を行った。 

 

Ｅ：メディアへの露出度向上と質の高い広報の展

開 

１．本学の質の高い情報を拡散・波及 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①質の高い教育(基礎学力と専門性)のアピール 

2020 年 11 月に丸の内サテライトキャンパス

で、「千葉商科大学の自然エネルギー100%大学

と SDGs の取り組み」をテーマとしたメディア

懇談会を開催した。 

 

 

Ⅵ．経営基盤領域 

Ａ：財政基盤の強化 

１．事業活動収支差額比率 8％の実現 

＜主なアクションプラン＞ 

 ①あるべき財務バランスシート、事業活動収支、

キャッシュフロー及び財務比率等の数値目標

作成 

学校法人千葉学園は今年度より、①安定して

【メディア懇談会の様子】 
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黒字が出る財務構造、②損益分岐点の低く、教育

価値を効率的に生み出せる組織への転換、③環

境の変化に対応した教育・研究環境の整備を掲

げる「サステナビリティ経営」を目指している。

この方針に基づき活動を行った。結果、2020 年

度の事業活動収支差額比率は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響による予算執行の鈍化、野村

SMA の一部売却等の影響により、5.6％と昨年度

を上回る結果となった。 

②補助金収入の確保 

2020 年度私立大学等改革総合支援事業等の申

請状況については、以下の通りとなった。 

(1) タイプ 1 2020 年 77 点/99 点満点 

（得点率 77.8%） 

（2019 年 63/89 点満点（70.8%））  

(2) タイプ 3  

【個別設問】2020 年 38 点/50 点満点 

（得点率 76%） 

（2019 年 33/50 点満点（66%）） 

【共通設問】2020 年 66/78 点満点 

（得点率 84.6%） 

（2019 年 57/71 点満点（80.3%）） 

(3) 教育の質に係る客観的指標調査  

2020 年 39 点/41 点満点 

（得点率 95.1%） 

（2019 年 36/41 点満点（87.8%）） 

 

結果、2020 年度私立大学等経常費補助金は、

前年度より 1,625 万 7 千円増の 5 億 3,446 万 7

千円となった。 

 ③恒常的な寄付金戦略 

  2019 年 12 月に創設した「CUC サポーターズ

募金」に加え、付属高等学校の新校舎建設と教育

施設整備の充実を目的とした、「新校舎建設支援

募金」を今年度から開始した。結果、「CUC サポ

ーターズ募金」は 1,914 万 5 千円増の 2,384 万

                                                  
24 「Staff  Development」の略。教育研究並びに管理運

営の諸活動を適切かつ効果的に行うことを目的とし、教職

2 千円、「新校舎建設支援募金」は 913 万円のご

支援をいただいた。 

  また新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

より、2020 年 5 月から新型コロナウイルス感染

症に係る緊急募金を追加し、誰ひとりとして不

本意に経済的理由により就学を断念することの

ないよう、支援の協力をお願いした。結果、本緊

急募金は 492 万 2 千円となった。 

④予算制度の抜本的見直し 

前述の「サステナビリティ経営」達成のため、

既存の予算と業務を整理するとともに、経営資

源配分の最適化を目指し、予算制度の抜本的な

見直しを断行した。具体的には、①第２期中期経

営計画（IST 戦略に基づいた各領域の重点戦略・

アクションプラン）に重点的に経営資源を投入

すること、②経営資源は有限であることから、既

存の予算及び業務の最適化により新予算制度に

より新規投資できる経営資源を確保する、とい

う方針である。本方針に基づき、2021 年度予算

を作成した。 

 

Ｂ：組織・人事・制度の最適化 

１．組織の見直しとガバナンスの強化 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①学部・学科の再編及び定員の見直しの検討・計

画策定 

理事会からの諮問に基づき、経営改革本部に

「学部・学科等再編フレームワーク検討プロジ

ェクト」を設置し、2020 年 9 月 15 日を皮切り

に 2021 年 3 月 2 日まで計 13 回の会議を開催し

た。また、2021 年 2 月には意見交換会や教職員

参加による SD24を開催して意見聴取を行い、学

部・学科再編及び定員の見直しについての答申

を作成した。 

商経学部中心の依存体質から脱却するととも

に、全学的な教育の質の向上のため、基盤教育機

構の役割・機能を明確化して千葉商科大学の

員に必要な知識・技能の習得並びに能力・資質を向上させ

るための研修や取組。 
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様々なリソースを最大限に活かすという方向性

のもと、2021 年度も理事会を中心とした具体的

な学部・学科再編議論を継続する。 

 

 ２．大学専任教員の充実 

＜主なアクションプラン＞ 

①大学専任教員の増員と教員配置の見直しによ

る業務の平準化 

今年度の教員採用は、基盤教育機構 4 名、商経

学部 3 名、人間社会学部 1 名の計 8 名となった。

なお、基盤教育機構における任期付き助教の採

用を開始し、2 名の採用が決まった。 

なお、今後の教員採用については、財務状況と

人件費率を考慮するとともに、学部・学科等再編

の状況を鑑み、教員採用の可否を判断すること

とした。 

 

３．人事制度の見直し 

＜主なアクションプラン＞ 

①教員人事評価制度の導入 

教員人事評価制度の導入に向けて、2021 年 2

月に「教員人事評価制度に関する SD」を開催し

た。今後、参加者アンケートの結果も踏まえて検

討を継続する。 

 

４．業務や組織・制度の最適化・効率化 

＜主なアクションプラン＞ 

①大学 IR の有効活用 

教学 IR のデータを学部・学科等再編フレーム

ワークプロジェクト資料及び理事会への答申に

活用した。また、3 名の職員に対して内製化に向

けた研修（ダッシュボード、データベース設計及

び分析方法）を実施した。 

②業務のデジタル化・資料のペーパレス化 

新型コロナウイルス感染症への対応により、

「Microsoft Teams」を使用した会議が多く実施

されていることに伴い、会議資料のペーパレス

化も促進されている。特に、理事会においては各

理事に会議用の端末を用意し、ペーパレスによ

る運用を開始した。 

③防災体制の確立 

地域の防災・減災体制の充実に向け、市川市と

の防災に関する協定書の更新を行った。また、

BCP（事業継続計画）作成に向けて、事務局内に

プロジェクトを設け、具体的な計画作成に着手

した。さらに CUC エネルギーと連携し、蓄電池

の導入検討を進めている。 

 

Ｃ：キャンパス整備と学園の新たな事業の創出 

１．キャンパスグランドデザイン計画の策定 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①将来を見据えたキャンパスグランドデザイン

計画の策定 

キャンパスグランドデザイン計画策定につい

て、理事長を中心とするインナー会議を実施し、

方向性の議論を進めている。また、新型コロナウ

イルス感染症の影響により、キャンパスの在り

方がこれまでと大きく変わることを想定し、情

報収集を継続している。さらに、キャンパスグラ

ンドデザインの基礎資料となる、施設設備の修

繕計画、今後 10 年の資金収支見通しの精査を行

った。 

また、自然エネルギー100％達成に向けた施

設・設備計画については、2020 年度よりキャン

パスグランドデザインの中で検討していくこと

とした。 

  

 

Ⅶ．付属高校領域 

Ａ：教学体制の再構築 

１．中期教育計画 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①カリキュラムマネジメントの設定と e ポート

フォリオの拡充 

カリキュラムマネジメントにおいて各科、ク

ラスで育成したい資質能力，活動の目標を決定

した。また、特別活動の中の「学校行事」や「委

員会活動」についても育成したい資質能力の見
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える化を行った。2021 年度はこれらの育成した

い資質能力を念頭に置いた活動の PDCA サイク

ルを確立し、チェック体制等を整備することを

目指す。 

 

２．専任教員の充実 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①付属高校専任教員の採用計画の立案 

千葉商科大学付属高校教員採用計画にもとづ

き、数学科 1 名、英語科 1 名の教員採用を行っ

た。2021 年度は、2022 年度から始まる新カリキ

ュラムを見据え、教員採用計画の変更等を含め

検討する。 

 

３．人事制度及び働き方の見直しとガバナンスの

強化 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①研修制度の充実 

新型コロナウイルス感染症予防対策を行っ

たうえで、年間行事予定通りの SD を実施した。

2020年7月開催のSDでは、「Microsoft Teams」

と授業支援アプリ「MetaMoji」を利用した双方

向型遠隔授業の手順についての研修を行った。

また、2020 年 12 月開催の SD では、大学の教

学 IR 担当である情報基盤センター長により、

千葉商科大学に進学した卒業生の過去 5 年分の

IR データに基づき、教育の場面における IR の

優位性と今回のデータ分析の結果について研

修を行った。さらに、2021 年 3 月開催の SD で

は、高大教育連携として 2019 年度から展開し

ている SDGs を基盤においた教科・総合的な探

究の時間の総括を行い、成果の確認と次年度へ

の準備として PDCA を実践した。 

②部活動における外部コーチ等の活用の検討 

外部コーチ制度導入の準備として、活動中に

発生する事故等に備え、損害賠償補償制度を整

備した。また、今年度はチアダンス部に外部コ

ーチ 2 名を新規に採用した。 

 

４．クラス制度・コース制度の整備と教育の質的

向上 

 ＜主なクションプラン＞ 

 ①ICT 教育の充実及び業務のデジタル化推進・資

料のペーパレス化 

今年度は新型コロナウイルス対応により、遠

隔授業を行うことになった。そのため、遠隔授業

に関するマニュアル等を作成し教員・生徒へ配

布するとともに、教員に対しては「MetaMoji」

を利用したオンライン教材の作り方や配信方法、

動画作成ソフト「iMovie」を利用した授業動画の

圧縮・編集等の作業マニュアルを整備した。また、

オンライン教材の作成と遠隔授業の運営に関す

る臨時の研修会を 2020 年 5 月に実施し、全教員

が基本的な遠隔授業を行うことができる体制を

整備した。 

さらに、会議資料等をファイル共有・情報共有

サービス「SharePoint」及びサポートシステム

「Classi」上に置くことにより、資料のペーパレ

ス化を実現した。現在 2021 年度に向け、周辺会

計の申請及び報告を SharePoint 上で管理保管

するシステムの運用を準備している。 

 

５．入試制度改革 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①付属高校の入試制度の改革による、志願者の

増加 

2021 年度の入試制度は、新型コロナウイルス

感染症の影響により抜本的な入試制度改革に至

らず、中学生の検定取得の機会減少に対する出

願基準の見直しのみとなった。 

また、千葉県公立校の受験機会が２回から１

回となり、千葉県では私立学校志向が高まると

予想されていた。結果、本校でも第一志望の入学

者が 274 名と前年度の 188 名を 86 名上回る結

果になり、私立高校単願に流れる傾向が確認で

きた。最終的に受験者 1,191 名、入学者 395 名

と、入学定員を大きく上回る入学者となった。 
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Ｂ：財政基盤の強化 

１．付属高校創立 75 周年に向け、あるべき財務バ

ランスシート及び財務比率の数値目標作成 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①恒常的な寄付金戦略 

千葉商科大学付属高校の新校舎建設にあたり、

寄付金の戦略として校舎建築への寄付募集を開

始した。2023 年度までの募集とし、12,237 名に

趣意書を送付した。2021 年 4 月 23 日時点で、

972 万 9 千円のご支援をいただいた。 

②新たな土曜講座の開設 

 2022 年からの新教育カリキュラム施行に合わ

せ、クラス・コース制度の見直しの一環として 0

時限目、土曜授業を廃止することから、土曜（放

課後）講座を 2022 年度より開設する。これは受

益者負担を基本にアウトソーシングする方針と

して、外部業者を選定中である。土曜講座の内容

は、新カリキュラムと連動しながら、受験対策を

中心とした内容とし、家庭学習の習慣作り、部活

動の両立も重要な要素として、制度設計を進め

ている。 

 

Ｃ：キャンパス整備と新たな事業の検討 

１．キャンパスグランドデザイン計画の策定 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①付属高校教育環境施設の充実と高度化 

千葉商科大学付属高校新校舎の第 1 期工事が

2021 年 5 月に完了する。また、新校舎における

Wi-Fi 環境の整備等も完成し、アクティブ・ラー

ニング教室、芸術室、多目的メディア室等、新教

育カリキュラムで求められる施設・設備の充実

も図った。 

 

 

Ⅷ．高大連携領域 

Ａ：高大連携から高大一貫教育へ 

１．高大一貫教育プログラム設置についてのカリ

キュラム等の検討 

 ＜主なアクションプラン＞ 

①既存の高大連携事業の活用による３言語＋

SDGs 教育の充実 

高大連携プロジェクトと連携し、高大連携プ

ログラム（SDGs に関する探究学習）を実施した

（詳細は次項の通り）。 

また、千葉商科大学付属高校では 2022 年度か

らの新学習指導要領改訂に向けたカリキュラム

改革を進めている。新カリキュラムにおける「各

科」と「クラス」、及び「フレームワーク」は以

下の通りである。 

Ａ．普通科総合進学クラス 

千葉商科大学進学を中心とした多様な進路

を実現するための学力を育てるクラス（5 ク

ラス編成を想定）。高大連携を含めた様々な分

野や教科の視点から実学を総合的に学ぶカリ

キュラムを実施する。なお、千葉商科大学へ

の内部進学は 50%程度を目標とする。 

Ｂ．普通科特進選抜クラス 

 千葉商科大学への内部進学を一定の条件で

保証しながら、一般選抜に対応する指導によ

り学力を伸ばすクラス（1 クラス編成を想定）。

特に、2・3 年次は千葉商科大学進学を含めた

文理に応じた授業選択、土曜講座を活用した

国公立対策・入試対策指導を受けることが可

能である。GMARCH 以上へ 30～50%以上進

学させることを目指す。 

 

【千葉商科大学付属高校 新校舎（イメージ）】 
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Ｃ．商業科商業クラス 

 商業科目を軸とした実学重視のカリキュラ

ムによるクラス（2 クラス編成を想定）。商業・

情報の資格取得を充実させ、円滑な高大接続

を目指す。進学先は千葉商科大学への内部進

学をメイン（70%程度）とする。 

 

以上、Ａ～Ｃのフレームワークに基づき、各ク

ラスの詳細なカリキュラムについて検討を進め

ており、2021 年 5 月に決定する。 

 

また、新カリキュラムにおいては、金融リテラ

シー教育を付属高校教育の特色として打ち出す

こととした。その背景には、金融リテラシーは千

葉商科大学の教育の柱の一つであること、千葉

学園教育ビジョンのもと付属高校と大学との有

機的な連携を図ることができることがあること

が挙げられる。高校新学習指導要領では「公共」

「家庭基礎」の必履修科目で金融リテラシー教

育を行うこととなっているが、付属高校ならで

はの金融リテラシー教育プログラムを、高大の

教職員が連携し、今後開発を今後進めていく予

定である。 

 

Ｂ：付属高校・大学での CUC 教育を受けた実践的

人材で、CUC への愛校心溢れる人材の育成 

１．入試制度の改編 

 ＜主なアクションプラン＞ 

 ①付属高校入試説明会での大学説明の実施 

今年度は新型コロナウイルス感染症の影響に

より、活動が制限されてしまったが、2021 年度

以降は千葉商科大学入試センター及び戦略広報

室との連携を進め、高大連携を含めた付属高校

の新校舎及び新教育カリキュラム等について、

PR 活動を強化することとした。 

②高大接続入試制度の導入、付属高校生対象入

試制度の全面見直し 

新型コロナウイルス感染症の影響により進行

が遅れているものの、今後の方向性については、

【1 年生】 

開講期 内容 

３学期 

「地球環境・社会問題に取り組んでいる企

業・団体の活動に関する探究」をテーマに全

６回の授業からなるプログラムを実施し

た。初回は付属高校にて高大連携プログラ

ム分科会メンバーの大学教員による講義を

行った。2回目以降、個人ワーク（新型コロ

ナウイルス感染症の影響によりグループワ

ークの予定が実施できず）を行い、クラス内

で個人発表を行った。 

【2 年生】 

開講期 内容 

２学期

（前半） 

グループごとに SDGs の 17 のゴールから 1

つを選択し、そのゴールが設定された背景

や、そのゴールが達成されるために必要な

要件などについて探究し、中間報告用シー

トに取りまとめた。 

２学期

（後半） 

2 学期前半までの内容を踏まえ、企業等の既

存の取組の調査を行い、その上で、自分たち

なりにどのようなことができるかの取組案

を検討するという探究学習を行った。また

それに対して高大連携プログラム分科会メ

ンバーの大学教員よりフィードバックを行

った。 

３学期 

2 学期後半の探究活動の内容を踏まえ、1年

間の SDGs に関する探究学習の集大成とし

て、ゴール達成のための取組案の検討、取組

内容の発表を行った。当初の予定では、大学

教員が付属高校に出向き、審査を行う予定

であったが、新型コロナウイルス感染症に

係る対応として、付属高校への訪問は行わ

ず、発表は付属高校内で実施した。また、最

終成果物を大学教員がレビューし、フィー

ドバックとして、クラス毎にビデオレター

を作成した。 

【高大連携プログラムの概要】 
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大学と連携して検討を進めている。 

③国際交流に関する連携 

千葉商科大学国際センター主催により、千葉商

科大学の留学生と千葉商科大学付属高校生との

異文化交流イベント「世界を知ろう! 楽しもう!」

を開催した。千葉商科大学に通う留学生 5 名、付

属高校生 49 名が参加した。 

 

Ｃ：教育の質を保証する高校・大学へ 

１．大学と付属高校との効果的接続を視野に入れ、

教育連携や相互交流の発展 

①アクティブ・ラーニング、部活動連携の拡大 

今年度は新型コロナウイルス感染症の影響に

より、活動が制限されたものの、付属高校チアダ

ンス部と千葉商科大学チアダンスチーム「グリ

ッターズ（glitter's）」について、合同の外部コー

チを招聘した。 

また、卓球部では大学と高校の部活動連携を

進めるため、高校・大学の卓球部が合同に練習で

きるよう、稲越グランドの旧校舎にある小体育

館を整備し、男子卓球部が付属高校の卓球場で

千葉商科大学卓球部との合同練習を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【付属高校 異文化交流イベントの様子】 
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Ⅲ．財務の概況 

１．決算の概要 

学校法人経営における当該年度の教育活動、教

育活動以外の経常的な活動、及びその他の活動に

対応する事業活動収入および事業活動支出の内容

を表す計算書類に「事業活動収支計算書」がある。

第 2 期中期経営計画 2 年目となる 2020 年度決算

では、「基本金組入前当年度収支差額」は 5 億 2,240

万 3 千円で、前年（2019 年度）の 3 億 95 万 8 千

円から 73.6%増加した。 

 

第 2 期中期経営計画では、当計算書における事

業活動収入から事業活動支出を差し引いた「基本

金組入前当年度収支差額」の事業活動収入合計に

対する割合（事業活動収支差額比率）を 8%とする

目標を設定しているが、計画 2 年目の 2020 年度決

算では 5.7%であった。(2019 年度は 3.6%)  

 

本業である教育活動収支差額は 9,936 万円で、

前年度1億5,805万円から37.1%の減少となった。

教育活動外収支も含めた経常収支差額も対前年比

24.2%減の 2 億 2,630 万 7 千円となったが、特別収

入として特定資産に計上している投資信託を一部

売却したことにより 3 億 1,412 万 7 千円の売却益

を計上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う政府の緊

急事態宣言発令による経済的な影響を鑑み、特別

修学支援給付金 （学部・大学院生への一律 5 万円）

や、アルバイト収入減少に対する生活支援給付金

の支給、付属高校における経済的支援（遠隔授業の

通信費補助）等を実施した。当経済支援には千葉商

科大学創立 90 周年記念事業募金や、CUC サポー

ターズ募金の一環として実施した「新型コロナウ

イルスの感染拡大に伴う緊急募金」も原資として

いる。 

 

収入面では、学生数の増加や学費値上げ、離籍率

の減少による効果等により、学納金収入は対前年

比 2.9%増加した。また国庫補助金収入として、競

争的補助金である「私立大学等改革総合支援事業

補助金」4 タイプの内、2 タイプ（「Society 5.0 の

実現等に向けた特色ある教育の展開」「地域社会へ

の貢献（プラットフォーム型）」）を獲得している。 

 

設備投資としては、2 年目となる大学体育館改修

工事、1 号館エアコン更新工事、また変圧器の更新

工事等を実施した。老朽化による変圧器交換であ

るものの、使用電力の低減率改善効果が期待され

る。 
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２. 事業活動収支計算書  

事業活動収支計算書は、収入と支出の内容及び収支の均衡を３つの事業活動収支区分（「教育活動収

支」、「教育活動外支」、「特別収支」）ごとに捉えた計算書。「教育活動収支」は、本業である教育活動か

ら得られた収支差額を表す区分、「教育外活動収支」は、経常的な財務活動及び収益事業に係る収支差額

を表す区分。「特別収支」は、資産売却等の臨時的な収支差額を表す区分。また、「教育活動収支」と「教

育外活動収支」を合わせて「経常収支」の区分を表わし、経常的な収支状況を捉えている。 

人件費

51.8%
教育研究

経費

39.0%

管理経費

8.5%

その他

0.7%

事業活動支出

86億2,824万2千円

学生生徒等

納付金

77.0%

経常費等補助金

13.9%

資産売却差額

3.4%

その他

5.7%

91億5,064万6千円

事業活動収入

【基本金について】  

学校法人は、設置する学校の教育研究その他の諸活動を行うために校地、校舎、機器備品、図書等の資産を保有してい

る。それらの保有資産のうち必要な資産は、教育水準の維持向上と学園の円滑な運営を図る観点から、永続的に維持すべ

きものとして、事業活動収入のうちから組入れた金額が基本金である。 

（単位：千円）

科   　　　目 科   　　　目

人件費 4,472,126 学生生徒等納付金 7,049,834

教育研究経費 3,361,381 手数料 148,205

管理経費 736,241 寄付金 46,969

経常費等補助金 1,270,800

付随事業収入 37,349

雑収入 115,950

 教育活動支出計 8,569,748  教育活動収入計 8,669,108

借入金等利息 18,205 受取利息・配当金 83,152

収益事業収入 62,000

 教育外活動支出計 18,205  教育活動外収入計 145,152

資産処分差額 40,289 資産売却差額 314,127

その他の特別収入 22,258

 特別支出計 40,289  特別収入計 336,385

 事業活動支出計 8,628,242 事業活動収入計 9,150,646

基本金組入前当年度収支差額 522,403

基本金組入額 △ 932,132 教育活動収支差額　：　9,936万円

当年度収支差額 △ 409,729

前年度繰越収支差額 △ 5,063,080 経常収支差額　　　　：　２億2,630万円７千円

翌年度繰越収支差額 △ 5,472,809

事業活動支出の部 事業活動収入の部

金　　額 金　　額
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３. 資金収支計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書は、学園の１年間の活動状況をお金の動きで捉えたもので、年度末にお金(いつでも

引き出すことができる現金預金)がいくらあるかを計算する。資金収入には、授業料等の学費、入学検

定料、補助金、受取利息等の収入や借入金、前受金などの負債となる収入のほか、すべての収入を計上

している。資金支出には、教職員に支払う給与、消耗品や水道光熱費等の諸経費、土地、建物、図書、

機器備品等の購入費をはじめ、すべての支出を計上している。当年度の諸活動に対応するものは、お金

の出し入れがなくてもすべて計上するために収入額または支出額と実際のお金の出し入れに差異が生

じるため、年度末に残高に合わせるための調整勘定が設けられている。 

（単位：千円）

科   　　　目  科   　　　目

人件費支出 4,488,496 学生生徒等納付金収入 7,049,834

教育研究経費支出 2,535,297 手数料収入 148,155

管理経費支出 651,672 寄付金収入 55,727

借入金等利息支出 18,205 補助金収入 1,277,283

借入金等返済支出 99,996 資産売却収入 1,000,000

施設関係支出 810,127 付随事業・収益事業収入 99,349

設備関係支出 213,216 受取利息・配当金収入 83,152

資産運用支出 690,933 雑収入 116,893

その他の支出 786,759 借入金等収入 -

資金支出調整勘定 △ 946,645 前受金収入 1,627,185

翌年度繰越支払資金 3,451,941 その他の収入 356,497

資金収入調整勘定 △ 1,805,925

前年度繰越支払資金 2,791,848

支出の部合計 12,799,999 収入の部合計 12,799,999

支 出 の 部 収 入 の 部

金　　額 金　　額
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■ 活動区分別資金収支計算書 

 

 

■ 施設設備関連事業 

当期投資額のうち、主な事由は次のとおり。 

体育館改修工事 224,417 千円 

1 号館空調工事 196,688 千円 

変圧器交換 133,849 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動区分別収支計算書とは、学校法人の活動を教育活動、施設整備等活動、その他の活動に区分し、

活動ごとに資金の獲得と使用の状況を示す財務計算書類。教育活動収支とは学校法人本来の活動である

教育研究活動により、どれだけ資金を獲得し、また使用したかを示す資金収支。施設設備等活動による

資金収支は、学校法人の施設設備の取得、売却等に関する資金収支売却等に関する資金収支。その他の

活動による資金収支は、教育活動・施設設備等活動以外の活動に係る資金収支である。 

（単位：千円） 

教育活動資金収入計 8,668,686

教育活動資金支出計 7,675,465

△60,456

　 教育活動資金収支差額 932,765

施設整備等活動資金収入計 15,613

施設整備等活動資金支出計 1,023,344

204,002

　 施設整備等活動資金収支差額 △803,729

その他の活動資金収入計 1,339,431

その他の活動資金支出計 809,134

760

　 その他の活動資金収支差額 531,057

660,093

2,791,848

3,451,941

調整勘定等

調整勘定等

翌年度繰越支払資金

前年度繰越支払資金

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

そ
の
他

の
活
動

に

よ
る
資
金

収
支

施
設
設
備
等
活
動

に
よ
る
資
金
収
支

教
育
活
動
に
よ
る

資
金
収
支

科目 金　　　　　額

調整勘定等



37 

４. 貸借対照表 

 

 

５. 収益事業 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表は、年度末における学園の財政状況を明らかにするため、学園が保有する資産、負債、純

資産を一覧表示したものである。左側「資産の部」には、学園が保有する財産を示し、右側「負債及び

純資産の部」には、財産の調達財源（他人資金で賄ったのか自己資金で賄ったのか)を示している。他

人資金とは将来他人に返済すべき金額（＝負債）を指し、固定負債と流動負債に区分される。自己資金

とは、「基本金＋繰越収支差額」のことをいい、自己財源で調達した財産の維持状況を金額で示してい

る。 

企業会計基準を適用。2014 年度より売電を開始し、2018 年 2 月には、1,610 枚のパネル増設を実施

している。2020 年度は、1 億 5,361 万 6 千円の売電収入を計上した。経常利益は 6,717 万 2 千円で学

校会計への繰入金として 6,200 万円を支出した。 

(単位　千円)

科目 2016年 2017年 2018年度 2019年度 2020年度

売電収入 137,781 136,480 155,487 153,217 153,616

経常利益 71,135 68,152 70,379 62,607 67,172

学校会計繰入額 65,000 70,000 73,000 60,000 62,000

当期純利益 6,135 △1,848 △2,621 2,607 3,972

（単位：千円）

科   　　　目 科   　　　目

 固定資産 43,847,027  固定負債 4,436,075

(1)有形固定資産 25,093,216  流動負債 2,811,618

(2)特定資産 18,156,733  第１号基本金 42,765,195

(3)その他の固定資産 597,078  第３号基本金 2,366,163

 流動資産 3,605,214  第４号基本金 546,000

 繰越収支差額 △ 5,472,809

資産の部合計 47,452,241 負債及び純資産の部合計 47,452,241

金　　額 金　　額

資 産 の 部 負債及び純資産の部
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６. 経年推移 

【資金収支計算書】 
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【事業活動収支計算書】 
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【貸借対照表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（教育活動収支差額・経常収支差額・基本金組入前当年度収支差額の推移） 
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７.財務比率の経年推移 

① 貸借対照表関係 

 

② 事業活動収支計算書関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）1.「△」 高い値が良い、「▼」 低い値が良い、「－」どちらともいえない 

   2. 医歯系法人を除く数値。（今日の私学財政 日本私立学校振興・共済事業団発行より） 

   3.当該年度の経常収入には高等教育修学支援新制度の補助金が 373,828,700 円含まれているため、例年より 

も低くなっている。上記を控除し例年と同じ条件に補正すると 53.1％となる。 

（注）1. 「△」 高い値が良い、「▼」 低い値が良い、「－」どちらともいえない 

  2. 医歯系法人を除く数値。（今日の私学財政日本私立学校振興・共済事業団発行より） 

  3. 総資産＝負債＋基本金＋繰越収支差額 
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８.その他 

(1) 有価証券の状況 

 ① 総括表 

 

 ② 明細表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   （単位：千円） 

  
当年度（2021 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

 時価が貸借対照表計上額を超えるもの 12,141,072 14,460,075 2,319,003 

 （うち満期保有目的の債券） (3,301,264) (3,315,263) (13,999) 

 時価が貸借対照表計上額を超えないもの 1,916,066 1,891,906 △ 24,160 

 （うち満期保有目的の債券） (1,916,066) (1,891,906) (△ 24,160) 

合        計 14,057,138 16,351,982 2,294,843 

 （うち満期保有目的の債券） (5,217,330) (5,207,169) (△ 10,161) 

時価のない有価証券 10,000 株式会社ＣＵＣサポート 

有価証券合計 14,067,138   

                   （単位：千円） 

種      類 
当年度（2021 年 3 月 31 日） 

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

 債券 5,217,330 5,207,169 △ 10,161 

 株式 1,028,113 1,819,023 790,910 

 投資信託 7,811,695 9,325,790 1,514,094 

 貸付信託 - - - 

 その他 - - - 

合        計 14,057,138 16,351,982 2,294,843 

時価のない有価証券 10,000 株式会社ＣＵＣサポート 

有価証券合計 14,067,138   
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(2) 借入金の状況 

 

(3) 寄付金の状況 

(4) 補助金の状況 

【国庫補助金】 

 

【地方公共団体補助金】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借入先 期末残高 使途 

日本私立学校振興・共済事業団 1,277,000 千円 付属高校新校舎建設 

株式会社 千葉興業銀行 1,150,034 千円 
稲越グラウンド購入 

The University DINING（学食）建設 等 

 

C U C サ ポ ー タ ー ズ 募 金  45,857 千円  

（内 、新 型 コロナ学 生 支 援 ）  (  4,962 千円 ) 

付属高校新校舎建設支援募金  9,130 千円  

一 般  740 千円  

合 計  55,727 千円  

 


